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発展途･上国への技術協力の問題点

経済協力と技術協力

経済協力は第2次世界大戦後の国際政治態勢の変革

によって生じたいわゆる南北問題との関連において新し

く誕生した概念であリ戦後のいろいろ祖国際問題と切

離してはこれを理解することはでぎ扱いし今日なお国

際情勢の変転にとも在って流動的な要素を残していると

いわれている.しかし経済協力の理念は次のよう

に考えられている.

(1〕経済協力は世界の人類が平和で豊かな生活を営めるように

することを目標とする.

(2〕経済協力は発展途上国の経済成長をもたらすとともにこ

れらの国の有効需要ヴ)拡大を通じて先進国の経済成長に

も寄与すものである.

(3)経済協力は発展途上国の社会不安･政治的緊張を柔げるこ

とに役立ち世界平和の強化に役立つものである.

経済協力のなかで技術協力は資金面や貿易上の協

力に対する基礎となるものであって発展途上国の開発

の主要な推進力である人的資源の開発や技術水準の向上

に資することによってその他の経済協力の効率を高め

るという重要な役割をもっている.医療･文化･教育

などに対する協力を含めた広汎な技術協力は上に述べた

経済協力の理念に合致するものであるが資源開発や産

業技術に関する技術協力はともすれば経済的効果を

重点において考えられがちである.しかし技術協力

は住民の福祉をめざす基礎協力と考えるべきである.

総理大臣の諮問機関である対外経済協力審議会が1970

年7月に提出した中間答申では技術援助を強化すべき

ことを述べ対外経済協力政策の主柱に技術協力をおく

など新しい構想の展開の必要性を示唆している.また

通商産業大臣の諮間機関である産業構造審議会は｢70年

代の通商産業政策のあり方｣に関する中間答申案を

1971年5月に発表しそのなかで産業技術政策として

｢70年代においては技術先進国としてわカミ国の技術の

創造とその交流の促進を通じ国際経済社会の発展に寄

与することが要請される｣と述べ発展途上国における

技術開発のため新しい施策の実現を検討すべきであると

している.このよう荏海外技術協力強化の気運はわ

カミ国経済の急速な発展に伴って強まりとくに外貨準備

の増大による円切上げを一つの契機としてわが国の対

海外地質調査協力室長佐野凌一

外姿勢の転換の必要性が広く認識されるように狙った.

このような情勢を背景として地質調査所による技術協力

活動を強化･発展させるため地質および地下資源に関

係する技術協力について地質調査所による活動の実績

や諸外国および国1際機関による技術協力の現状を紹介し

問題点を検討してみたい.

技術協力をめぐる国際情勢

経済協力の国際的体制は1946年の世界復興開発銀行

���慴楯�求慮武�剥���捴楯���癥���

ent-I脇⑳世界銀行)の設立にはじまるといわれる.

しかし第2次大戦直後の援助はアメリカによる欧州お

よび日本に対する復興のための援助でありアメリカの

マｰシャルプランあるいはガリオアエロア資金荏とに

よる商品および資金援助カミ主であった.

発展途上国に対する経済援助は先進諸国の経済復興が

一凌落した頃から具体化され1949年にアメリカのポイ

ント･フォア計画1950年に英連邦諸国を中心とする

コロンボプラン(ColomboP1anforCooperativeEco･

nomicDeマe1opmentinSouthandSoutheastAsia)お

よび国連の鉱夫技術援助計画(ExpandedP工｡gramme

ofTechnica1Assistance一服砒)が発見した｡

発展途上国に対する援助においても先進国に対する

援助と同様に資金と商品(物資･盤材)による援助が

行なわれたカミ発展途上国の多くではこのような援助を.

有効に利用するだけのソフトウェア(技術)は形成され

ておらずしたがってせっかくの援助が社会全般のため

に生かされることなく単に特定の人々に独占されたり

私有されたりして結局は経済協力の理念に反してそ

の国の貧當の差を拡大し社会不安を引き起こすことに

もなりかね粗かった.

1960年代に入って発展途上国のナショナリズムの強ま

りとともに東西間題にかわって南北問題が国際政治上

の重要問題となった.1961年の国連総会では故ケネ

デノ米大統領の提唱によって1961年代を国連開発の10

年(UnitedNationsDeve1opmentDecade一皿N迎皿)と

することが決議された.1964年には国連貿易開発会議

(UnitedNationsConterenceonTradeandDe∀e1op一

皿en圭一UNCTA皿)の第1回総会が開催され先進国と

発展途上国との間の労使交渉にたとえられているように�
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南北問題を非常に鮮明な形でとりあげるようになった.

1965年には国連による技術援助の総合的実施機関として

!965年に創設された国連特別基金(UnitedNations

Specia1Fund-UNSF)とEPTAとを合併して国連

開発計画(UnitedNatiopsDevelopmentP工｡gram㎜e

-UN皿P)が設立されまた国連の経済社会理事会

(EconOm工｡andSOcia1COunci1`醐0SOC)の決議に

より開発への科学技術の適用諮問委員会(Adマisory

CommitteeontheApp1icationofScienceξmdTech-

no工｡gytoDeyeop加ent-ACAST)が設立された.

1967年には発展途上国の工業化促進のため国連工業開発

機関(UnitedNationsIndus士ria1Deve1opmentOrgani-

zatiOn-UN亙巫O)が発足した.このよう恋国連の会議

において援助目標の設定と開発戦略の策定が討議され

発展途上国に対する援助における国際協力の動きが活発

化するとともに従来の経済協力のあり方に対する反省

がなされ新しい援助理論が求められるようになった.

世界銀行は元カナダ首相ピアソン氏(Mr.LEsTEEB.

P趾RsON)に経済援助全体にわたる検討を依頼し1969

年9月に｢ピアソン報告｣が提出された.これはその

後の南北間題の討議の重要な基準となったがその中で

技術援助における研究開発への協力の重要性を指摘して

いる.

1970年の国連総会では1971年1月より第二次国連開発の

10年(SecondUnitadNationsDecadeofDeve1opment

-UN皿⑰亙亙)を発足させることを決議し数々の開発戦

略を採択したがこれはUNDDがそれを具体化する政

策措置をともなわなかったという批判反省にもとづいて

ECOSOCの諮間機関である開発計画委員会が検討作製

した｢ティンバｰゲン報告｣'にもとづいている.この

開発戦略のなかで技術協力を中心にした社会基盤の整備

や技術移転の促進あるいは人間能力の開発などをあげる

とともに

1ユ)

(2〕

(3〕

先進国はGNPの1%を援助資金として支出しさらに

!975年まで政府開発助をGNPの0.7%にすること.

発展途上国は!980年までに科学技術に対しGNPのO.5劣

までを支出するよう努力すること.

先進国は技術協力の枠内において科学技術を支援するため

の援助を大幅に増大すること.

たどを述べている.

さらにACASTは第2次国連開発の10年にあたり

世界行動計画を策定し支出面での提案として

(1)発展途上国は1980年までに科学技術関係支出をGNPの1

%に増大すること.

(2)先進国は発展途上国に対する科学技術援助をGNPの0.05

房にまで増大すること.

(3)先進国はその非軍事的研究開発支出の5%を発展途上国向

けの必要事項にふりむけること.

を提案している.

技術移転(Techno1ogyTransfer)は数年前から広

く議論されているテクノロジｰ･アセスメント(Techno･

1ogyAssesment一技術再点検)とともに1972年3月の米'

国大統領教書にとりあげられ世間の注目を浴びたが

そこでは巨大科学体制への反省として生まれた技術管理

の課題であった.す衣わち技術移転は巨大科学と

して局限した領域に努力をそそいで獲得した技術力を一

般の技術の分野に拡散し十分な活用をはかることを目

的として技術の管理を行なうことである.

一方発展途上国への技術移転の問題は!960年代の半

ばからUNCTADおよびUNIDOなどの国連の諾専門

機関によって取上げられていた.しかしそこでは

移転のメカニズムは国際貿易を通ずる商品および生産要

素の移動として考えられるもので積極的な移転政策を

必要とするものでなかった.これに対し経済成長と

低開発国援助とに関する西側先進国の協議体である経済

協力開発機構(Organizationfo工EconomicCooperation

andDeve1opment-O遍C皿)の開発援助委員会(De∀e1op-

mentAssistanceCommittee一皿AC)では比較的最近

すなわち1970年2月の会議から技術移転を取上げはじめ

た.しかしDACの議論では技術移転は先進諸国

の既存の技術の単なる移転や適用の拡大ではなくむし

ろ発展途上国自らが先進技術のなかでもっとも必要とす

るものを選別できる能力をもち自から研究開発を行な

うための基盤を育成することであるとしている.した

がって技術移転政策の目標は(1溌展途上国の科学･

技術面の基礎部門(インフラストラクチュア)を整備す

ること(2)先進国の研究開発を発展途上諸国の開発を発

展途上諸国の開発問題に寄与するようオリエンテｰシ

ョンを行なうことにある.

OECDは1971年2月発展途上国のための科学技術計

画グノトプと称する会議を開き発展途上国に対する援

助活動の一環として研究開発協力を重視すべきであると

する国際的与論を前提として科学･技術の分野におけ

る国際協力の具体的方策を検討した.UNCTADでは

科学技術移転政府間グノレｰプカミ設けられていたカミ1972

年5月チリで開かれた第3回総会では技術移転作業グル

ｰプの会合カミ権され援助政策の重点移行を反映して活

発な議論が展開された.

ひるカミえってわが国の対外援助をみると1971年の

支出総額約21.5億ドルでGNP比0.96%となりGNPの

1%を援助にまわすという目標に近ずいている.どこ�
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筋1表1971年の主要先進図の経済協力爽繍(DAC公式報告による)
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ろがこの額には発展途上国が援助から除外すべきだと

考えている民間直接投資や輸出信用を大幅に含んでおり

純粋狂援助である政府開発援助の対GNP比は0.23%で

あって世界的な目標でありUNCTAD第3回総会で

愛知首席代表が行なった公約でもある政府開発援助支

出をGNP比0.7%にするという目標にはほど遠い.

またそのうち技術協力は約2,800万ドノレで対GNP比

O.012%強にすぎない.すなわち民間べ一スも入れ

た援助総額ではOECDのDAC加盟国中米国についで

第2位であるが民間べ一スの直接輸出につながる援助

が多くDACの総合判定ではオｰストラリアイタリ

アおよびポルトガノレとともに不合格とされている.

わが国の急速な経済的発展にかんがみこのよう祖状

態を早急に改善しなければ国際的に孤立するほかは荏

い.外務省の試算によると1980年までに政府開発援

助をGNP比O.7%にたかめるため1975年に0.4%ま

で引上げておく必要カミあり今後のGNPの名目成長率

を13%として1975年のGNPを128兆円と見積ると

政府開発援助額は5,128億円となり1973年度以降毎年

第2表

予算を33%ずっふやさなければならない.

そこでいま1975年に科学･技術に関する協力をGNP

比0.03%に引上げるものとすると385億円を支出する

必要があることになり1972年度の技術協力予算よりは

るかに多額となる.いずれにしてもわが国は対外協

力とくに技術協力の急激狂拡大を要求されており過去

の技術協力の反省と国内各方面の一層の認識と協力との

上に立って対外協力本来の理念にもとずいて組織的な

技術協方を実施する必要がありとくに研究開発に対す

る協力を推進しなければならない.このため通商産

業省では工業技術院に国際産業技術研究センタｰ(k

st玉tuteforTransferofIndustτ…a1Tec王〕鶯｡b駆一服胆)

を設立し発展途上国への効果的な技術移転を行抵うた

めに発展途上国に適した研究開発や技術協力の実施あ

るいは技術情報サｰビスを推進する構想が進められてい

る.

地質調査所による技術協力の活動

地質調査所は専門家派遣や研修員受入れなどの技術協

力の実施に協力してきた.1967年には海外地質調査協

力室の新設が認められ地質調査所の海外業務全般と

くに技術協力の推進と管理にあたっている.これらの

活動はほとんど海外技術協力事業団(OverseasTechnica1

CoopeエationAgency-0TCA)によって実施される政府

べ一スの技術協力に含まれている.OTCAは1962

年にそれまで政府べ一スによる技術協力の実施にあた

ってきたアジア協会およびラテン･アメリカ協会などの

団体および事業をうけついで設立され主として外務省

1970年におけるDAC加盟国の技術協力実績(DAC報告による)
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および通商産業省の関係予算の委託を受けて政府べ一

スの技術協力事業を総合的に実施している.

≡｢

1帥

十

専門家派遣と開発計画調査j

OTCAによる専門家派遣は発展途上国の要請にん

よりその国の特定の機関に専門家を派遣してその機関1I■｣1｡｡一

の事業の計画･実施に協力し指導にあたらせるもので家

派

ある.単独の専門家を派遣する場合もあれば専門家の

チｰムを派遣する場合もあり派遣期間は数目から数年処

にわたっている.国連の機関の要請によりその機関ま猟

たはその機関カミ組織する調査団などに日本政府カミ目本

側の経費負担で専門家を派遣する場合すなわちノンレ

インバｰサフル(no肘eimbursab1e)専門家の派遣も

OTCAで実施される.

これらの専門家はOτCAから渡航に必要な経費およ

び滞在費(任期1年以内は旅費1年以上は在勤俸)の

ほか若干の現地業務費を支給され現地で必要次若干

の機材(1名につき運賃共百万円程度まで)の携行が認

められている.これらの機材は専門家の業務カミ終了し

た後相手国政府に贈与することが可能である.また

機材のかわりに現地での指導旅費の支給を認められる場

合もある.発展途上国の政府から政府間の接触で専門

家の雇庸について要請が行なわれる場合にもOTCA

が派遣業務を行なうことになっており私契約とよばれ

る.この場合もし相手国政府から専門家に支払われ

る給与カミOTCAの規程による在勤俸にみたないとき

はOTCAは不足分を専門家に支給することができる.

[]1い
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国連おもにUNDPの援助資金による専門家の採用に

ついてはOTCAは関係していない.ユネスニ1がプロ

ジェクトの実施機関の場合には日本ユネスコ国内委員会

事務局(文部省)が関係するがその他の実施機関の場

合には直接本人に連絡があることもあり国連開発基金

目本駐在代表事務所が取扱うこともあるようである.

以上が厳密存意味での専門家の派遣であるカミ通商産

業省の海外開発計画調査委託費および外務省の投資前

基礎調査委託費によって編成･派遣される調査団に参加

して海外の調査研究を行なう場合がある.いずれも

OTCAに委託して実施され相手国の経済開発計画を

作成するための基礎調査またはフィｰジビリティ調査を

行なうものである.前者は主として鉱工業部門のプロ

ジェクトを後者はそれ以外のプロジェクトを対象とし

ている.地質調査所からも海外開発計画調査委託費に

よる鉱物資源関係の調査団にしばしば参加している.

第3表は以上に述べた形で行なわれた地質調査所員の

海外渡航の概要を余したものである.このほか海外

195519601蝸51帥｡

ll'1f1三一>

第1図技術協力専門家派遣延数の錐形(地質調査所)単位:人×月

受託調査および文部省の海外学術調査研究補助金による

学衛調査への参加によって地質調査所員が海外の地質

調査あるいは地下資源調査を行なっているがすべて省

略した.第3表にもとずいて専門家派遣の推移およ

び国別の専門家派遣状況を示すために第1～3図を作成

した.恋お単位はすべて(人×月)とした.

1958年からインドネシアに対する協力がはじまりや

や組織的な形で数年間継続した.1963年から私契約で

あるがサウジアラビアの鉱物資源局(DirectOrate

Genera1ofMinera1Resources)に対する地質調査団の

派遣カミはじまり1966年以来私契約の専門家を送ってい

たトルコ鉱物調査開発研究所(M.T.A.Enstitusむ)に

対して1969年より純粋にOTCA経費ヒよる専門家チ

ｰムを派遣するようになりいずれも今日まで続いてい

る.また1965年より1968年頃まで台湾にいく組がの

専門家チｰムが派遣された.1967年以来国連エカフ

ェ事務局の要請によりノンレインバｰサフル専門家の派一

道を続けている.このほか長期･短期の派遣を含め

中近東をはじめとしてアジア極東アフリカおよび南

米に専門家を派遣しているが上記のような経過を反映

して近年では中近東がもっとも多くアジア極東はむし

ろ少衣い.最近では年間の延派遣数は私契約も含め

ると10名相当(120人月')またはそれ以上に達している.

!972年6月までに技術協力のため派遣した所員の累計は

102名で病気で帰国した1名を除きすべて任務を完遂

し相手国から感謝されている.

地質調査所が1972年8月までに派遣した政府べ一スの

技術協力専門家(委託費による調査団員を除く)のみの�
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第2図専門家派遣国別延数(地質調査所1956年第3図

より1971年末まで)査所1956～1971

合計は66名で一研究機関からの派遣人員数としては決

して少恋くないであろう.従来日本の技術協力は厚生

(医療)および農水産業に重点がおかれてきたので地

質あるいは地下資源関俵の専門家派遣が政府べ一スの専

門家派遣全体に占める割合は小さい.一方地質ある

いは地下資源関係の専門家は民間大学あるいは事業団.

荏どの関係政府機関からも派遣されているが地質調査

所から全体の半数程度が派遣されていると思われる.

さてこれらの派遣専門家の専門分野をみると対象

として石油･金属･非金属を含む鉱物資源地熱土

木地質および地下水方法として地質学鉱物学的調査

物理探査地化学探査および試錐など多方面にわたって

いるカミ対象として鉱物資源がもっとも多い.すなわ

ち発展途上国からの要請は固体地球科学に関係する分野

では鉱物資源開発とくに特定地域の鉱物資源の調査が

多いことを示している.鉱物資源の調査に対する援助

の要請で民間企業によりただちに開発の可能性カミあるも

のは民間から専門家が派遣される場合も多い.

1960年代の終わりに近ずいて海外資源の自主開発か

日本経済の緊急の課題としてクロｰズアップされその

第4表地質調査所による専門家派選の対象および方法別分類(単位

�方法下)�������

�対象�地質鉱床�物理探鉱�地球化学地化学探査分析技術�試錐�地形�計�全般的計画指導

�金属または金属および非金属�664.5�47.5�103.O�18.O�162.O�895.0�

鉱物資源�非金属�38.O�/�■�/�■�38.O�

�石炭�20.5�18.O�■�/�4.5�43.0�

�石油�3.0�5.5�■�■�■�8.5�

�計�726.O�71.O�103.5�18.O�166.5�984.5�68.4

�地熱�19.5�2.5�/�/�/�22.O�

�地下水�4.O�/�■�27.0�■�31.0�

�土木�5.0�9.0�■�/�■�14,O�

�計�754.5�82.5�103.0�遥5.⑪�166.5�1,051.5�

�㌔�������

����(注)OTCAによる派遣専門家のはか私契約委託費割はる調査団員および国連奪門家を含む.����

一環としていわゆる資源外交の重要

性が強調された.非鉄金属資源に'

亡カ7

^一関する大規模な基礎調査あるいは関

い…'連地域開発計画の作成などの技術協

擁

7ルゼンヰン織力を実施するために1970年度から

閑

､幸i氷崎1束通商産業省の予算に資源開発基礎協

一vl＼/榊鰐篇㌫葛孟当節

I1千てOTCAにより実施されている･

1･他最近の専門象派遣にはそのための予

■ノf■jl=}

'｣察的調査も含まれている.

0TCA派遣専門象国別派遣延数(地質調なお1972年度から石炭および看

開発調査団員を含む)油対策特別会計による看油開発公団

に対する交付金として海外石;蝿発促進事業費が創設され

石油資源確保のために有効な経済技術協力として基礎的

調査(物理探査)を行在うこととなっ･た･

以上のように従来の専門家派遣は資源開発に直接関

係するものカミ多く米国や西ドイツが行なっている図幅

調査事業のための援助やUNDPが行なっている地質

調査機関設立のための援助匁どのような基礎的な分野

における協力はほとんど行なわれていなかった.

一方発展途上国においては地下資源採掘が中心的産

業である場合が多く外資獲得による原始資本蓄積の場

としてきわめて重要であるカミ資源は土地に従属すると

ともにひとたび採掘すれば再生産不可能である.この

ため資源ナショナリズムが湧き上り一部ラテン･アメリ

カ諸国などでは全面的国有化が断行されたしかし

資源開発が多額の投資長期間の準備と調査ならびに高

度の技術を必要とするため発展途上国側の一方的な国

有化はかならずしも成功に至らず一般的には外国資

本を認めつつ極力自国の利益を拡大する方向に主力がお

かれとくに重要な資源についてはO醐C(Organi2ation

ofPetro1eu㎜ExportingCount工ies一石滴輸出国機構)

やC亙醐C(ConsejoIntergobema･

人X月)

浥����楳���牴����

委託費割はる調査団員および国連奪門家を含む

Cob工e一綱輸出国政府間協議会)の設立

およびその後の経過にみられるよう

に発展途上国同志の団結によって利

益の拡張に成功している.

また1962年の国連総会において

ウルグアイの提議にもとづいて資

源に対する権利が資源保有国の発展

とその国の住民の福祉のために行使

されなければならないとするr天然

資源の恒久主権｣(PermancentSOY伴

�����敲��牡������
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に関する総会宣言が採択された.

1971年に発足した国連の天然資源委員会(COmmittee

onNatura1Resources)において発展途上国側は発

展途上国側の天然資源の恒久主権を具体的に実現するた

めの方策について論議を提起している.

このような情勢を反映して資源開発に関しては技術

協力についても援助国とその相手国との間で合意を得る

ことが必ずしも容易ではたいといわれている.また

先進国カミ互に牽制しあうようにするため技術協力プロ

ジェクトに対しても適当にバランスを保つようにする傾

向もみられる.発展途上国の現状では開発された資

源は大部分先進国に輸出され高い付加価値をつけられ

て工業製品として再び流入する.しかも一般に原材

料は需給状況に赤じて価格変動カミ大きいカミ高度の工業

製品は価格が安定している.したがって発展途上国

としては自国の工業化を推進しできるだけ加工製品と

して輸出することが望ましい.このような見地から

資源開発に対する援助は発展途上国の総合開発の一環と

して考え柱ければ衣らない.

以上のような基本的な問題のほかに資源開発に関す

る技術協力には次のような重要な問題点があることが

指摘されている.(1)発展途上国の技術水準が低いため

技術協力による調査結果がその国の政府や企業によって

利用されず先進国に持帰えられて経済進出のための情

報として利用される(2)大規模な資源開発の援助を行な

っても上記のようにその成果が先進国でさきに利用さ

れるばかりで次ぐその経費の大部分は先進国のコント

ラクタｰ次とに流れ発展途上国に残される具体的なも

のが少ない.

技術協力はもともと発展途上国の技術水準を向上させ

て援助の成果を十分吸収できるようにするために行なわ

れたけれぱたら狂いが発展途上国の政府自身も早急な

第4図

専門家派遣数の推移(日

本)単位:人

泣APO=アジア生産性

機構(貿易振興局経済

協力の現状と問題点)

､仁その他'

8.2%＼

･.･･ぺ人〕∴㍑＼

椛]二重舳㌻11･･人〕･

政府べ､ス派遣専諾鶉､｡1ポ蝋'鮒

業種別内訳(1970年度)

(貿易振興局経済協力

の現状と問題点)

{37人〕｡ユ0.4%､

138人1

/＼ノ

経済効果を期待し技術水準の向上に貢献する基礎的研

究や政府機関が長期的に実施すべき基礎的調査事業に対

する援助･協力を必ずしも期待していないし派遣専門

家を単に傭い外人技術者と考えているのではたいかと思

われることもある.したカミって先進国側からの研究

開発に対する援助を組織的に推進することおよび国際

的な会議の決議や勧告を通じて基礎的･科学的た技術

協力プロジェクトを拡大してゆく必要があると考えられ

る.ここで専門家派遣に伴う具体的荏問題について

考えてみたい.

OTCAによる専門家派遣では若干の携行機材を除

いて現地での調査研究に必要な経費は相手国力ミカウン

タｰバｰトとして支出することになっている.発展途

上国がカウンタｰパｰトを提供することは技術協力の趣

旨から当然ではあるが予算措置を要する場合には提供

が困難であることもあり野外調査に必要な経費がなく

専門家カミ十分に業務を遂行することができなかったとい

う例もあった.また野外で採取した試料を分析･試

験する施設が不完全で現地で完全な報告書ができ恋い

という例は多い.したがって派遣前の調査･接渉を

十分に行ない現地旅費の支給や機材供与との有機的な

組合わせについて十分配慮する必要がある.

日本から派遣される専門家についてしぱしぱ語学カガミ

問題にされる.発展途上国においては実際の内容より

も語学力によって能力が評価されてしまうとさえいわれ

ている.高度な科学技術の分野においても少なくと

も会話に関しては全く自国語で用が足りる日本人にと

ってこれは非常に困難な問題であってわが国の技術

協力を拡大するに当って1つの欠きた障害に狂っている

といえるであろう.しかし基礎の語学力があれば短

期間の集中的狂訓練によって技術指導に必要な能力は獲

得される.

OTCAでは専門家のための語学研修を行なっている�
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民間あるいは地方公共団体准どからの専門家派遣が多

くなるにしたカミって派遣のため失職することが問題と

なりその対策カミOTCAによって進められている･

国立機関からの派遣の揚合には失職のおそれはないとし

ても.長期聞故国をは注れ目本の研究者とめ直接の交

流カミ失なわれるため不利を蒙むることは否定できない.

また医療に関する問題家族の教育問題についても徐

々に改善されているが長期派遣専門家カミ払っている犠

牲は少なく在い.園による一層の努カと周囲の暖い配

慮カ茎必要である.

が多くの専門家が出発準備やそれまでの業務の整理に

追われ語学研修が十分でき底いので派遣にあたって

十分準備期聞を置くことが必要である.なお専門家

が何人かのチｰムを管理し対外接渉に当ることをおもな

業務とする場合に'語学カはとくに重要である.また

一般に会話の能カ沸闘題にされているがすぐれた報告

書を作成するための文書作成能カの向上も重視されなけ

れぱなら放い.

一方目本の専門家が英仏語などの語学カの不足を

補うため現地語に通じることによって発展途上国の

人々の信頼を籍て成果をあげた例もある.発展途上国

の現地語が科学技術の伝達に耐え恋いほど未発達である

場合も多いが人と人との接触を重点とする技術協カに

おいて現地語の釦識は重要である.

科学技術者のなかには孤独を好みいわゆる人見知りす

る性格の強い人があってこのような性格上の適性カミ技

術協カの成果に影響すると考えられることがある.現

地の風俗習慣とくに食生活に対する適応性もとくに長

期にわたる派遣の場合に無視でき柱い.語学能力より

も性格あるいは体質による適性に対する配慮が必要であ

ると思われる.
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第6図研修員受入延数の推移単位:
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第7図研修員受入国別延数単位

1963～王9?工)

研修藁受入れ

研修員の受入れは技術協カの大きな柱である山地質

調査所で早1960年頃より発展途上国からの研修員を受入

れてきたが1967年に2つの集団研修コｰスが開設され

て以来受入研修員数は毎年20名以上に急激に増加した.

現在大部分の研修員はOTCAが実施する冒本政府の

技術協カ費により招致されるものである.ほかに国

連のフェロｰシッブによる研修員も受入れている.過

去においては相手国の経費による研修員の受入れもあっ

たカ童最近では全く匁く凌ったといってよい･底お

相手国あるいは国連の経費によって来目する研修員に対

しても政府間の交渉で受入れる場合にはOTCAか

ら白本国内での研修に付帯する経費が支給される.し

かしOTCAのいわゆる付帯費だけでは不十分である'

ので貿易振興局から国立試験研究機関技術協力費沸配付

され研修とくに実習のための経費にあてている由｣

地質調査所では1963年より1972年§月までに醐名の

研修員を受入れておりこの左かにほ発展途上園の攻府

機関の幹部の視察を主とする研修も含まれているが大

部分は政府機関の中堅職員の再教育である･個別酬彦

七は第5表に示すように物理探査および地化学探査

桂どの新技術の習得がかなりの部

丘分を占=めまた地熱探査に関する

サコロンビγ

7オス

マしヰ

γニフ･､

フ尤

べ'メ

イタ

ナン

ンム

ド

:人x月(地質調査所

研修が増加している.

地質調査所では1967年以来毎

年r沿海探査集団研修コｰス｣および

r地下水資源開発簗団研修讐一ス｣を

開催し毎年平均各10名の研修員

を受入れている.両コｰスとも

エカフユ事務局の要請に慮じて発

足したが現在ではエカフェ地

域(アジア極東)以外の地域の発

展途上国からも研修員を受入れて

'おり今後も継続される予定であ

る.�
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特定の専門分野の研修員を数名狂いし10数名あてまと

めて訓練を行なう集団研修は他の先進国においても実

施されているが日本ではOTCAを通じて受入れる

年間約2,000名の研修員のうち約60%が100以上の集

団研修コｰスに配属され同本政府による研修事業の特

色の1つとなっている.集団研修は個別研修にくらべ

て指導に当る研究者の負担カ砂たくOTCAから必ず

研修管理員がコｰスに配属されて日本語で行なう講義

の通訳も担当する恋ど研修実施の態勢が整えられてい

るので集団研修の比重が大きくなったと考えられる.

集団研修ではいくつかの異なった国からの研修員カミい

っしょに訓練を受けるので運営がうまくゆけば適当

に競争心を持たせて研修効果を高めることができるほか

異なった国の人々カミ相互に異なった国情人種あるいは

宗教などを理解しあうという国際親善の効果もある.

一方集団研修の場合にはすべての研修員の特殊な要望

を叶えるようなカリキュラムを編成することは不可能で

とくに高度な専門的内容の訓練は個別に行なうべきであ

ろう.

地質調査所では1971年から2つのコｰスの円滑な

運営と内容の向上をはかるため各コｰスにそれぞれコ

ｰスリｰダｰを任命して計画･実施に当らせるとともに

所長を委員長とし所内外の関係者をメンバｰとする運営

委員会をコｰスごとに設けて研修方針およびカリキュ

ラムの審議と研修成果の評価とを行なっている.

沿海探査集団研修コｰスは海底鉱物資源に対する物理

探査法の訓練を主としており研修期間は1967年より

1971年まで7ヵ月であったが1972年は6ヵ月に短縮さ

れた.海上物理探査実習は多額の経費を要しまた調

査船のスケジュｰノレの調整が困難であるなど研修員が

十分満足するような実習を行なうことカミむずかしいが

通商産業省の国立試験研究機関技術協力費が年々増額さ

れまた研修事業に対する一般の理解が深められた結果

がなり改善されてきた.なお物理探査技術の発展と

発展途上国の技術者の水準の向上にしたがって物理探

査デｰタの処理カ注要な研修項目の1っとたってきた.

沿海探査コｰスは海上物理探査の訓練を主とするので

対象とする資源はおもに石油天然ガスおよび砕屑重鉱物

である.ところが発展途上国の地質調査所や鉱山居

匁どの地質調査機関から研修員を送るために適当な集団

研修コｰスが他になく個別研修は申込数に対し定員が

少なく受入れが困難であるため海上探査や石油天然ガ

スの探査を専門業務としない研修員が沿海探査コｰスに

店募してくることもある.現在では相手国の機関の

意向を尊重してこのような研修員も受入れてコｰスの後

半において個別的な研修を行恋うようにしているが将

来はたとえば石油天然ガス探査コｰスと金属非金属

探査コｰスというように分離したコｰスを設けることが

必要であろう.

この集団研修コｰスの参加者から提出されるおも荏要

望は実習の強化と講読･実習の内容および時間的配列の

一貫性であるがこ.れらの要望に応えるためには研究者

のパｰトタイム的な奉仕だけでは不十分でコｰスリｰ

ダｰのほかに若干名の専任的講師を置くことカミ望ましい･

地下水資源開発集団研修コｰスの研修期間は1967年よ

り1969年まで6ヵ月であった.先進国においても発展

途上国においてもいくつかの省庁が水資源を担当して

いるが地下水資源開発集団研修コｰスにもいろいろな

型の政府機関から研修員が参加している.しかしこ

のコｰスが地下水開発の実際的な技術の訓練す柱わち

水井戸の探査から掘さく･仕上げ｡管理までの研修を行

たう≒規定すれば研修内容は明確になる.このよう

技研修方針にもとづいて1970年よりこのコｰスは研修

期間を4ヵ月に短縮した.実習の強化と講義･実習の

一貫性はこのコｰスでも強く要望されておりI1つのフ

ィｰノレドを選んでそこでの地下水の開発を実施するとい

う形で解決をはかっている.

地質および地下資源関係の集団研修コｰスは地質調

査所カミ担当している上記2コｰスのほか鉱山石炭局挙

担当し日本鉱業協会が受入れている鉱山コｰス(1972年

度は中止)九州大学と日本地熱調査会とが担当してい

る地熱エネルギｰ開発コｰス(ユネスコとの協同事業)

とカミある.

研修業務は技術協力の在かでも労多くして報われるこ

との少ない仕事である.国立試験研究機関では研修は

業務としてかならずしもオｰソライズされているとはい

えないので担当者の研究実績とはならないという問題

もある.また多くの講師カミ得意としない外国語を使

って訓練したければならない.このような事情を背景

として研修を専門に担当する組織を作るべきであるとい

う提案カミいろいろの分野で出されているようである･

一方研修は普通の学校教育と異なり既成の専門家

の再教育ある一いは新しい技術の伝達のための実務的訓練

を主とするのでそれぞれの分野の第一線で活躍してい

る人々により直接訓練されることカミ望ましい.たとえ

ば国連が援助して設立している訓練機関では専門職

員が研修員を指導しながら研究を行なう建前がとられて

おりもし独立の研修機関を作るとすれぱこのような

一種の大学院形式の組織が望ましいであろう.それに

は多額の予算を計上することが必要になる.このこと

は一面現在の研修事業が既存の試験研究機関や民間企

業に多大の負担をかげていることを示手ものといえよう.�
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研修員のアフタｰケアは重要狂問題で南るが地質調

査所では組織的な措置だとえば同窓会組織による連

絡などは講じていない.し牟しコｰスリｰダｰのも

とに技術的狂問題の質問や機材供与あるいは上級コｰス

設置の要望がきている.

機材供与

サウジアラビアに対する私契約専門家チｰムの派遣に

関連して1969年度に鉱物資源局(DirectorateGeneral

○童Minera1Resources)に対しX線螢光分析装置原子

吸光分光装置および偏光光度計が供与された.1970年

度にエチオピア水資源庁(現在水資源委員会一National

WaterReso岨｡esCOmmissionに組織変更)に対し供与

されたパｰカッション式試錐機による作井指導のため

他機関からの水資源関係専門家とともに1970年に地

質調査所から2名の専門家が派遣されうち1名は現在

も引続き水資源調牽の指導にあたっている.

このほか石油開発公団あるいは金属鉱物探鉱促進事

業団による協力に関連してまた民間企業からの専門家

の派遣に関連してビルマ石油開発公社(MyamaOi1

第1⑪区

政府べ一ス研究員受

入れの業種別受入れ

(日本)(1970年度)

〔賃易振興局経済

協力の現状と問題

点〕

;1側

第8図

留学生研修員等の

受入れ人数の推移

(日本)〔貿易振興

局経済協力の現状

と問題点〕

第9図

留学生研究員等の

受入れ実繍の地域別

国別内訳(日本蝸4

～1970)〔貿易振興

局経済協力の現状

と問題点〕

そ

イ湾

の

､他

づソ.･.11灘1

幾泌タイ

その他の束12･3%

東南アジア

9.4%23,788人i靭

崇弾眈脇!蝦

弓ト

巾､乙7/パ

ノリイネシァ

くピン9･2%

毎ンド

6.1男7･7%

COrPorati㎝)に赤外線分光光度計ビルマ鉱物開発公社

(Mineエa1Deマe1opmentCorp◎夏a重i0肌)に試錐機ボリビ

ア地質調査所(Geo1ogica王S耐veyo鍋｡11曲)にX線螢光

分析装置あるいはインドネシア地質調査所(Geo1ogica1

Sur鴨yofIndonesia)に調査用器具恋ど雅供与された

が発展途上国の地質調査機関が当面している問題点の

1つは探査用あるいは分析用機器の不足あるいは老朽化

であって機材供与がさらに促進されることが望ましい.

出版印刷に関する協力

地質調査所はエカフェの下部機構であるアジア沿海

鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)に対する鵠力と

して東アジアの海洋地質学･地球物理学的研究および

海底鉱物資源探査に関する技術論文集(Te軌曲釧

腕胴舖胴)を1968年以降毎年五巻(亙珊)あて印刷し

ている.1968年より1970年まで早川正巳氏(前物理探

査部長一現東海大学教授)カ茎1971年以降筆者がCCOP,

から編集主任として指名されている.この技術論文集

には先進国および東アジア地域諸国の研究都はる論文

カミ集録され現在のところ科学的に非常に高い水準にあ

るとはいえ恋いが貴重な資料として研究者あるいは探

鉱関係者の間で好評を博している.

この論文案の第2巻(1969年発行)に尖閣列島を含

む東シナ海の大陸棚下の石油資源賦存可能性を最初に指

摘した米国･日本･台湾･韓国の科学者による東シナ

海および黄海の海底地質調査の結果が発表された.

このような研究調査成果の出版の援助は経費のわり

に効果が大きいので今後は本来の技術協力予算に組入

れて援助を拡大することが望ましい.発展途上国では

印刷費の不足と印刷技術の低さのため死蔵されている

論文や地質図が数多くあるといわれている.このよう

な基本的な情報の公開･伝達に対する協力は発展途上国

および先進国相互の利益につ柱カミるものである･なお

エカフユ･アジア極東地域地質図の第2版はユネス'コの�
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経費により1971年に日本の印刷会社で印刷され日

本の多色刷印刷技術の優秀さを示した.

そのほかの技術協力

鉱物資源関係の技術協力については地質調査所以外

の機関が担当しているものもところどころで紹介し

てきたがわが国の技術協力全体についてどのような

形のものが行なわれているかを簡単に述べる.

専門家派遣･開発計画調査･研修員受入れ･機材供与

のほかにもいくつかの政府べ一スの技術協力の制度か

ある.たとえば海外に技術訓練デモンストレｰシ

ョン普及研究および医療などを行なうセンタｰを設

置し運営する海外技術協力センタｰが1971年5月までに

30カ所カ欄設された.OTCA以外の組織す底わち

日本生産本部や海外技術者研修協会カミ実施する国際機関

からの要請による訓練･指導に関する協力国際開発セ

ンタｰに委託する開発計画調査なども設けられている.

民間べ一スによる政府間の交渉によらない技術協力で

は技術者の訓練は海外技術者研修協会カミ技術指導者

の派遣は日本ジオス協会や日本商工会議所があっせんを

行ない政府はこれらの団体を通じて助成を行なってい

る.開発計画に関する協力では企業団体るよる海外

における投資･技術提携のための調査団の派遣中小企

業の生産技術の海外への移転中小規模プラントの輸出

第6表

発展途上国の国立地質調査機関

韓

湾1

フィリピン

南ベトナム

機関名および所属省庁名全職員数!

専門職員数1

Geo1ogica1S岨veyofKorea,

Mini航yofScienceandTechno1ogy.

㈰�

��

総賊εle酷駕､S鰯鷺O｢･anlzat1on･｣

Bu]=eauofMine昌,567

Depaエtmento{Agricu1tureandNatuτaI(定員)

剥��捥献

㈸　

Directorateo{Natura1Reso岨㏄s,

���特潦�潮潭�

㌶

�

(㌶言)

ラオ

ス1

ServiceCen拉aIdesMines,

DirectoエateofMines.

36｣

�

クメｰ

ル

Com皿issariatG6n6ra1auxRecherches

Miniさres,

Ministさrede1,industrie

タ

イ1

Dep争エt血entofMineralResources,

�����慴楯����潰浥��

��

��

マレイシア

���楣�卵��潦���楡�

MinistryofAgri㎝1tureandLands.

㈵�

�

インドネシア

�漱�楣�卵��潦�摯��愬

���特潦��献

�〵　

��

ビルマ

Mine正a1Develop皿entCorporationandM.D.C.

�慮�佩��灯牡瑩潮��〰

M1nistr叉｡fMines･

(Geo1oglca1S岨veyは廃止された.)

スリランカ1

繍鋭患灘招濡惹､､､｡伍､､､､1170

㈴�

イン

ド1

�漱���卵�����愬

��　

��

ネバｰ

ノレ

�漱�楣�卵��潦���

���特潦���特�

�　

㌶

パキスタン

Geo1og1ca1Su■veyofPak1stan,1,200

Ministryo{IndustryandNatuエalResou-

���

(鶯姦連)1

��

アフガニスタン

MinesandGeoIogyDepart㎜ent,

MinistτyofMinesandIndustry.

������

o1ogyDept､

内局Geo1ogcia1

j(全省)222f

の

Su｢蝋のみで｡｡1

トルコ

ModenTekikYeAramaEnsti㈹s道(MTA

鉱物調査開発研究所),MinistryofEneygyand

Natlユra1Resour㏄s､

紙000!(他哨)

年間予算額1

$1,01蝪｣

��〰�〰�

��㈩

$ユ,500.

(調査費のみ)

甑0001

窃41ε呈錯1

���住�

���

��住�〰

���

��〰�〰�

(生産部門を含む)

霊4鶴11

鮎OαOOOl

蔀7,500.000/5年.

(1971-1975年

鉱物資源開発全

予算)

$115,000.000/5年

(1971-1975年.

の鉱業燃料

電力関係全予算)

����〰

(1971外国援'

助額を含む?)

轟20･ooαoool

エチオピア

���楣�卵��潦��潰楡�

���特潦���

98!(1ち禦蓋)≡

㍗

総矧

サウジアラビア

Di正ectorateGene正a1ofMinera1Reso岨｡es,

Minis世yofPetro1emandMinera1Resou-

rCeε｡

審810,OOO.

��㈩

地質図幅作成状況

霧鯛麟磯響定1

5万分の1275%調査済175

%出版済.(?)`

50万分のユエ962年出版終了､

25万分の11972年終了予定.

50万分の11964年出版終了

25万分のユ調査中.

50万分の11964年出版終了

25万分の124%調査済

1吋1哩酉マレイシァ60%東

マレイシァ5%調査済うち約半

数出版済.

25万一5万分の1約5%調査済

未出版.(鉱業役務契約を与えら

れた外国企業は25万分の1地質図

提出の義務あり.)

繊纏済63鱗菓出蔚'/2哩1

25万分の1約19%調査済1吋

1哩約11%調査済.

1吋1哩約10%1吋2哩約

5%1吋1/壬哩約20%.以上

のう=ら約30%出版済.

50万分の1

出版

10万会の1

完71974年までに

調査中.

50万分の11966年出版済.

2万5千分の1調査中.

25万分の1調査中1971年末現

在1図幅出版済､一

綴のユエ969年末雛9%i

資料

嶋崎

���

嶋崎

���

嶋崎

て1971)

嶋崎

���

嶋崎

���

嶋崎

���

嶋崎

���

大町他

���

嶋崎

���

嶋崎

����

嶋崎

���

(㌶轟)

嶋崎■一

���

塩田地

���

関根他

���

黒石

���

奥海

���

(注)1.

㈮

㌮

�

専門職員は大学卒以上で鉱山技術および試錐技術者を含む場合がある.

多くの国の機関に技術協力により外国人技術者カミ派遣されておりまた雇庸された外国人技術者がいる場合もある.ここでは人員数の資料のあ

るものだけ示した.

ほとんどの国で縮尺100万分の1以上の全国地質図が出版されている.地質図幅作成の項には全国地質図は省略した.

地質図幅の出版済のものには植民地時代に旧宗主国により調査されたものも含む.現在もほとんどの国が何等かの技術協力を受けている､�
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のための技術的協力あるいは海外におけるコンサルティ

ング事業などがあり一政府は企業団体に対しあるいは

日本プラント協会および海外コンサルティング企業協会

を通じて補助を行たってい'る.

大学の海外研究と留学生受入れ

文部省は大学の研究者が海外において行なう学術研究

に対し海外学術調査補助金(文部省科学研究費補助金の

一部)を交付している.地学の分野では東京大学

東京教育大学および九州大学の研究者による東南アジア

古生物の研究名古屋大学によるアフリカ大地溝帯の研

究京都大学による中近東の人類学･考古学･地質学的

研究東京大学地震研究所を中心とするインドデカン高

原の地学総合調査あるいは千葉大学を中心とするアンデ

ス南部の地質･古生物学的研究などがある.これらの

学術調査は現地の地質調査機関あるいは大学と密接祖関

係をとりながら実施されている.

東南アジア古生物の研究は1962年にアジア財団の援

助により開始され1964年より文部省の補助を受けてい

るが1967年には海外の研究者を含めて｢東南アジア古

生物研究会Jカミ組織されまたそめ成果はGeo1ogyand

Pa1e㎝toエ｡gyof§outheastAsi設(東大出版会刊行)に

発表され現在までに8巻が刊行されている.

文部省による魯学生の受入れ制度は1954年に創設され

た.留学生には

(1)学部留学生(わが国の大学で1年間σ)日本語教育と4年間

第7表発展途上国の主要

の大学教育を受ける)

12)研究留学生(わが国σ)大学で2年1則の専1』1』的概究に関する

教育を受けるもので日本語能力に欠けるものには6ヵ月

間の日本語教育を行なう)

(3)臨床実習生(学部留学生として医学部を卒業し!年以内

に医師国家試験に合格したもσ)で所定の病院でひきつづ

き2年間の臨床研修を行なうもの)

(4)工場等実習生(学普隅学生として理工学普11を卒業した者で

所定の工場でひきっづき3ヵ月の実習を行なうもの)

の4種類がある.1970年度には学部研修生の受入れは

25人でうち東南アジア22人また研究留学生の受入れは

195人でうち東南アジア1ユ8人であった.OTCAが受

入れる個別研修の期間は通常6ヵ月以内長くて至年が

限度であってより長期の滞在を希望する場合は研究留

学生の制度を利用することが1つの方法であろう.

発展途上国の地質調査機関

多くの発展途上国に国立地質調査機関が地質調査所

としてあるいは鉱山局または鉱物資源局の一一部として

置かれている..これらのなかにぽ植民地時代から長

い歴史を持ち近年現地人職剴手引継がれた機関もあれ

ば最近国連の援助によって設立された機関もある.

東南アジアを主としていくつかの発展途上国の地質

調査機関の概要を第6表に示した.この表によれば･

多くの機関カミ人件費を含めて年聞数百万ドノレ(数億一10一

億円)の予算を持ち20万ないし5万分の1縮尺程度の

地質図幅の調査あるいは出版カミかなり進んでいる.実

例は示さないがこれらの機輿は図幅調査鉱床調査

国立地下水開発機関

国名

韓

フィリピン

南ベトナム

ラオ

タイ

マレイシア

シンガポｰル

スリランカ

バキスタン

エチオピア

機関名および所属省庁名

AgriculturalPro㎜otionCoτp6正ation,

MinistτyoチA蚊至㎝ltu■e.

WaterResou雌sSurveyDevision,

Pub1icW脳k竃Depar㎞㎝t.

胱ectorateofWaterSupP1y,

���特潦偵�楣��献

Directo工ateofWaterandNavigation,

���特�偵�楣��献

鰭離率締鰐制鮒1

灘錨搬蝋繊霊撚1

Pub玉三｡UtilitiesBoard,

���特潦�瑩潮��癥汯��琮

GmndWaterDivision,Depa㎜entof

Inigation,MinistryofPower,Iτrigation

慮��桷�献

坡�牡�卯��癩猱潮�

坡�牡��睥����浥瑁来浹�

Nationa1WaterRes㎝r㏄sCo㎜㎜isi㎝.

1全職員数

�　

㈷　

(麟

専門職員数

�

水文地質

�

�

(他に米倉)

㈰　

キスタン)

…1

年間予算額

所有機材および水理地質図

11･一･･一級オｰガｰ…台

300m級試錐機3台中部ルソン

50万分の1水理地質薗1971牢発行

マニラ付近調査中.

事1,500.000

70-750㎜級試錐機27台

200万分の1全国水理地質自発行済.

省35,OOO

1Oト300m級試錐機5台､

30ト500m級試錐機28台.

酉マレイシァ50万分の1予鉄水理

地質図発行済.

�㈬〰�

150-300m級23台

253,420分の1水麺地質図調査申.

奪73,OOO,000/5年

���〰�

��㈩

掘削機ユ8台

1資料

嶋臓

(醐王)

嶋瞭

(工971)

嶋崎

���

1鳴1崎

���

1鴫1崎

���

1鳴1晦

���

鵬1騎

���

鴫1崎

���

鴫崎

(197工)

加藤

��㈩

(注)

地下水開発は各国にわたっていくつかの機関で担当実施されている場合洪多くここでは主要な1つの機関のみをあげた.

各国の地質調査機関(第6表)ぱ多くの場合水理地質部門を持ち水理地質図は地質調査機関で調査発行されている場合が多い.�
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物理探査化学分析あるいは水理地質などを担当する部

門をもち組織としても一応整った形態をなしているの

が普通である.なお第7表は発展途上国の主要国立

地下水開発機関の概要である.このような表面的なデ

ｰタをみると発展途上国の地質調査機関が先進国と同

様に活動しているように思われる.しかし実態は必

ずしもそうではない.たとえば地質図幅についてい

えば駆出版の図幅が植民地時代に作られたものである

(インドシナ諸国･アフリカ諸国底ど)とか地質図幅

調査が先進国からの調査団によって行なわれている(ア

フガニスタン･タイ･インドシナ諸国など).そのうえ

地質図はその地域の地質学的誇研究6成果カミもり込ま

れるので一般に発展途上国の地質図が質的に劣ること

は否定できないし地質学上の概念の発展に伴って改訂

されなければならない.

エチオピア地質調査所(Geo1ogica1SurマeyofEthio-

pia)からは1971年末現在で25万分の1縮尺の地質図

幅が1シｰトだけ米国による印刷費の援助によって刊行

されているに過ぎ狂いカミこの機関はUNDPの援助に

よろて1968年に設立されたぱかりであり.国連あるいは

先進諸国の援助を受けてかなり活発な調査研究活動カミ

行なわれている.ただし所長は白人であり専門職

員の30%が外国人である.このように個々の機関に

ついて実態をよく調査しなければ発展途上国の地質調

査機関カミかかえている問題点を明らかにすることができ

ない.1971年1月に開催された第23回エカフェ産業天

然資源委員会の勧告にしたがってエカフェ事務局は鉱

物資源開発地域センタｰの設立について検討するため

高級専門家によって構成された調査団をエカフェ地域内

の発展途上国に派遣し鉱物資源開発の状況を調査させ

た.この調査団は目･濠･独･和の4先進国カミ提供し

た専門家とエカフェ事務局の専門職員とにより構成され

たが日本からは地質調査所嶋崎吉彦課長カミノンレイン

バｰサフル専門家として参加した.このエカフェ調査

団は1971年9月より12月まで12の発展途上国(ネパｰ

ル･アフガニスタン･パキスタン･スリランカ･シンガ

ポｰノレ･タイ･マレイシア･インドネシア･フィリピン

･韓国･ベトナム･ラオス)の実情を調査して次のよう

な結論を得た..

｢シンガポｰルを除き各国政府は鉱山局もしくは地質

調査所を設置しておりシンガポｰノレはUNDPの援助

により地質調査機関設置準備中である.これらの機関

の規模は専門技術者数名から数百名まで変化カミあるが

一般的にいえることは専門職員は外国留学経験者が非

常に多く高度な専門知識を身につけていると考えられる.

調査団中10カ国の機関で定期刊行物を発行している.

また大多数の国では民間企業に技術的報告の提出を義

務づけており場合によっては地質図の作成を要求して

いる.しかし.なから各種情報の取扱いには相当改善

の余地があると考えられる.

地質図については100万分の1以下の縮尺のものは各

国とも出版されており6カ国では5万分の1もしくは

63,360分の1(1インチ1マイル)の図幅が全面積の10

ないし60パｰセントについて出版されている.

各国政府機関とも何らかの物理探査機器ならびに試錐

機を保有している.実験室関係では分析面に非常に大

き恋重点カミおかれ古生物関係岩石鉱物関係の施設は

概して貧弱でありまた活動も活発ではない.9カ国で

は実験室ならびにパイロット･プラント規模の選鉱･冶

金施設を有している.多くの場合これらの設備は有効

に使用されていない.

10カ国の大学では地質学科がありそのうち5カ国の

大学に大学院(マスタｰ)が設置されている.5カ国

の大学に採鉱ならびに冶金学科か置かれている.

各国政府とも石油および地下水を含む鉱物資源開発の

重要性は強く認識している.しかし匁がら組織的探

査と称しうる作業を実施している国は3カ国(韓国･フ

ィリピン･イン.ドネシア)のみである.一般的に物理

探査･地化学探査は十分に活用されておらず分析など

の実験室的作業もきわめて不十分である.

各国ともいろいろの二国間または多国間方式による技

術援助を受けておりその範囲は基礎的底図幅調査から

総合探査経済フィｰジビリティスタディにまで及ん

でいる.技術者の外国における理論的訓練の機会は各

種の奨学金などで十分であると考えられる.しかし

実務的訓練は非常に不足していると思われる.

各国政府とも経済5カ年計画などの計画予定において

鉱物資源開発は最重点政策となっており調査団が面接.

した政府高官も強調していた.､これら諸国が鉱物資源

開発に際して当面している技術的問題には意外と共通性

が多い.これらの問題点を整理すると次のようになる.

��

��

��

(4〕

(5〕

��

鉱物資源探査開発事業の計画立案ならびに調整

地質調査物理探査地化学探査における近代的手法の適

用(デｰタ処理･解折を含む)

地下水調査

近代機器の使用放らびに撰択

経済フィｰジビリティ･スタディ

技術的情報の収集と伝達

以上の諸点を考察した結果エカフェ地域内には確実�



一16勾一

に鉱物資源のポテンシャルがあり今回調査した諸国で

は鉱物資源開発に関して早急に援助すべき分野が相当

あるという結論を得た.これらの援助のうち現在実

施されている二国間または多国間方式による援助以外の

方法が望ましいと思われるものが相当ある.たとえば

非常に効果が上がると考えられる方式のなかには専門

象を多数国の探査事業の計画立案･実施･解釈評価の各

段階において短期間繰返し派遣し現地政府機関に助言

･指導するようなやタかたがよいのではないかと思われ

る.この方式はむしろ対症療法的な方法であるが当

面する問題があまりにも多くまた多国にわたって共通

であるためこのような方法は欠きた効果を挙げうると

思われる.実例として現在西ドイツ政府からエカフェ

に派遣されている水理地質専門家が各国に繰返し出張し

て大きな効果を挙げている.

つぎに非常に重要恋問題として域内各国の地質地

下資源関係の情報資料の収集･出版は現実の活動に役立

つのみでなく将来の活動の基礎としてもっとも重要な

ものである.

今後いろいろの探査技術が発達するにつれデｰタ処

理が大きな問題となるので電子計算機による計算のあ

っせノレも非常に有効荏援助も必要と考えられる.

さらに現在各種の二国間または多国間協力で多くの有

効な技術協力が行なわれているカミこれらについても

どのような援助を依頼すればもっとも効果的であるかな

どの問題が案外重要であり二国間または多国間揚力事

業を促進させるよう祖国際的機関またほ機構を組織する

ことは非常に有効であろう.｣

以上の考察からエカフェ調査団は専門スタッフと

して地質･物理探査･地化学探査･水理地質･鉱物経

済･鉱物または化学･プログラミングの専門家をようし

施設として電算機および図書室などをもつ鉱物資源

開発センタｰの設置を勧告した.

エカフェ調査団の報告は発展途上国の地質調査機関

の水準向上をはかるため

11)適切放プロジェクトの選択と計画の指導

12)新しい調査技術の導入に対する援助と近代的機器を中心と

する機材供与

(3〕調査成果の出版に対する援助

などが必要なことを強調しているが鉱物資源開発地域

センタｰの設立のような多国間協力ばかりでなく二国

間協力においても重点的に推進されなければならない.

このような援助によって発展途上国の地質調査機関

はその国の地質および地下資源について基礎的な調査研

究を実施する能力をそなえしたカミって現地企業に対

する援助国外企業の進出あるいは投資を誘致するため

の情報提供の役割りを果たすことができるように柾り

また民間企業から提出される報告を評価し活用するこ左

ができるようにたるであろう.

発展途上国の技術者の弱点として高度な専門的知識

をもつにもかかわらず基本的な野外調査や実験室での試

験研究作業の能カガミ不足していることが指摘されている.

前にもふれたように

(1)政府機関の上級職員が机上の仕事以外の業務を蓉らうよう

な社会の後進性による風潮によって研究調養泰業の発展

が妨げられているほか

12)予算および設備の不足によリ研究調査に従壌する機会が少

恋いこと

(3)科学的技衛的成果が正しく評価されず職員の昇進が勤務

上の実績以外の条件たとえば門閥によって支配されるな

ど業務に対する意欲を失なわせるような環境にある

(4〕このためいわゆる海外への頭脳流出ばかりでなく専門職

員や技能者が国内の外国系企業へ流出する

このような事庸を改善することは発展途上国の技術

水準の向上とくに研究開発能力の向上のためにもっと

も重要であり経済技術協力全般の進行によって社会改

革が促進されるとともに本来は発展途上国自身が解決

すべき問題である.しかし先進国の専門家が発展途

上国の機関に入って調査研究の成果をあ､げることはそ

の国の政府その他の関係者に科学技術をいかに発展さ

せるべきかを認識させる上にもっとも有効であると考

えられる.

一方発展途上国の地質調牽機関に近代的な調査機器

を供与することは設備の強化によってその機関の重要

度をたかめることにもなるので専門家の長期派遣とと

もに技術協力の重要な柱として促進されなければなら

ない.もちろん供与する機材がその国に適当である

か設置できる場所があるかどうかについて十分な検討

が必要であり機材の活用･保守についての訓練や補助

的な機材の整備についての配慮も必要であり場合によっ

ては建物をたてることから援助する必要があるだろう.

派遣専門家が相手国政府によって傭い外人技術者のよう

に考えられ立派な成果をあげても任期延長や交替派

遣の要請カ茎繰返されるが調査研究能力の移転が進まだ

い場合がある.機材供与は相手国の機関およびその職

員に近代化の意欲を与えるためにも重要である.

先進国の地質調査機関および国連による技術協力

米国の技彬協力は次第に低下の傾向にあるが1970年

には5億6千万ドルを支出しており世界中でもっとも�
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策8表USGS(米国地質調査所)による専門家派遣状況(ユ970年)

地域

南

米

ア

フ

リ

カ

中

近

東

国名

アルゼンチン

ブラジル

チリ

コロンビア

エチオピア

ケニア

リベリア

ザンビア

サウジアラビア

トルロ

人数

�

㈵

㌀

�

専門

水資源

鉱物資源･応用地質･水資源

水資源

水資源

水資源

水資源

鉱物資源･重力図幅

水資源

36鉱物資源･地質図幅

ユ2鉱物資源

■����

�アフガニスタン�1�水資源�

�インド�1�鉱物資源�

ア�イラン�1�鉱物資源�

ジ�ネパｰノレ�2�水資源�

�パキスタン�7�鉱物資源･構造地質･水資源�

ア�スリランカ�1�鉱物資源�

極�イ;■ドネシア�6�地質図幅･構造地質�

東�韓�国�1�水資源

�ラオス�1�水資源�

�タ�イ�2�水資源

(USGS年報による)

多額の経費を投じている.その大部分は海外援助法に

もとづいて国際開発局(AgencyforIntemationa1De冊

10p皿ent-A亙孤)が管理しているものである.

米国地質調査所(UnitedStatesGeo1ogica1Su工vey-

USGS)は他の諸国の地質調査所に相当する部門のほか

に水資源部門と地形図作製印刷部門をもち水資源に

関する技術協力の比率が大きい.USGSでは国際地質

部(O茄･eofIntemationa1Geo1ogy)カミ技術協力を含む

海外活動全般の管理を担当している.USGSの技術協

力について国際地質部長のDR･REIN班UNDは1971年目

本を訪問した際次のように述べている･

｢研修では現在は個別研修だけ行たっているが内容

は専門化される優向が強くとくに地質調査機関の管理

の研修に力を入れている.専門家派遣のプロジェクト

は相手国の水準が向上した結果図幅調査の援助カミ減少

し探査技術の開発だとえばラテライト土など深層風

化帯化の潜在鉱床の探査法など特殊な問題の研究が取

上げられる傾向にある.機材供与については保守あ

るいは保守養員(技能者)の養成確保特殊な消耗品の

補給などいろいろな問題カミあり供与にあたって十分

な調査が必要である.しかし東南アジアでは機材の

供与や実験室の整備カミもっとも重要な援助であると考え

られる.USGSの海外技術援助に対する基本的態度は

相手国の能力の向上に貢献することおよび相互に関心

ある科学的問題に協力することである.｣国立あるいは

民間の研究機関が海外で行なう研究も実質的に技術協力

の一環をなしている.たとえばエカフェのアジア沿

海鉱物資源共同探査調整委員会(CCOP)に対して米国

は海軍海洋局(UnitedStatesNava1Oceanographic

○茄｡e一各国の水路部に相当する)や民間の代表的な海

洋科学研究所であるW00dsHo1eOcean09raPhicIns'

titutiOnのいくつかの研究プロジェクトを東アジアの大

陸棚の地域で実施することによって協力した.また

新しい技術の伝達に力を入れていることも米国の協力の

特色である.たとえば資源衛星の利用に関して巡

回セミナｰの実施をエカフェなどの国際会議で提案し

また約20の発展途上国に対して受信施設の提供や写真

判読の訓練恋とを含む援助に関する協定を結んだと伝え

られている.これは裏をかえせばNASAの縮少対

策ともいえるであろうが巨大科学の成果に関する技術

移転についてわが国としても検討する必要があると思

われる.

西ドイツは技術協力の拡充に力を入れているが1970

年の技術協力額は政府開発援助の31.7%を占めた.

連邦地質調査所(Bundesansta1t拙rBodenforschung一

理胴)は1958年海外における地質調査業務を遂行す

る目的をもって設立されたもので地質図幅の作成鉱

物資源開発あるいは地下水開発のための基礎的な調査な

どを行なっている･大型の調率団の場合は数カ年現地

に滞在し車両や野外および室内用の研究設備を持込み

調査終了後これらを相手国に寄贈するなど1つのプロ

ジェクトで数百万ドルの経費をかけている.

フランスでは二国間政府援助のなかで技術協力のウ

ェイトは43.9%と大きくまた政府開発援助のなかで

徐々に国際機関への拠出を多くしている.フランスは

1958年地質鉱山調査事業団(BureaudeRecherches

Gる｡1ogiquesetMinさres一眠G蝸)を設立したが地質

調査所と鉱山開発事業団との機能をあわせもっもので

海外での請負調査をも実施することができる.とくに

フラン圏内のアフリカ諸国を中心として鉱業開発のた

め援助協力基金(Fondsd'AideetdeCoop6ration一

亙AC)からBRGMに補助金を供与して調査･探鉱･開

発を行校わしめるほか同じくFACが相手国政府に資

金を供与し実際の事業をBRGMに委託させるように

している.このようにフランスの場合は旧植民地中心

の傾向が強いといわれている.

この傾向は英国の技術協力にもみられカナダ･オｰ

ストラリアなどの英連邦先進国と連携を保って旧植民地�
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策9表BfB(西独連邦地質調査所)の海外プpジエクト

(1969/1970角三)

地域

ア

中ヨ

近目

ツ

束パ

ア

ジ

ア

極

東

国名

チュニジア

アルジェリア

モ1コツコ

ニジェ}ル

シエラレオｰネ

リベリ

ガｰ

トｰ

エチオヒ

ガポ

サイｰ

ウガン

ルア･ソ

アンコ

ア

ナ

ア

ン

ノレ

タ

タ

ラ

モザンビク

マダガスカル

南.アフリカ

レソト

アイスランド

キリシア

トルコ

ヨルダン

イラク

イェｰメン

イラン

アフガニスタン

インド

ネバｰル

タイ

マレイシア

インドネシア

韓国

プロジェク分類

覧凱罐一割.杢瞥ぱ､竺

○

伀

伀

伀

伀

伀

○

○

○

伀

○

伀

伀

伀

伀

○

○

伀

○

○

○

伀

○

大型

調査団

派遭

�グアテマラ���○�

�エルサルパドル�○���

中�コロンビア��○��

�エクアドル���○�

南�ブラジル�○��○�○

�ポリビア�○���

米�バラグアイ���O�

�チリ�○���

�アルゼンチン���O�O

*図幅調査を含む.

(カナダオｰストラリァを除く一BfB年報による)

に対する援助協カを進めている.英国では1961年に海

外開発省(MinistryofOverseasDeve1opment)が設置

され発展途上国への技術協力を経済協力の柱としてい

る.英国は植民地経営のため各地に地質調査所を置き

本国に海外地質調査所(OverseasGeO1ogica1Su工vey)

を置いていたが植民地の独立とともにそれぞれの国に

移管され現在では英領ソロモン群島およびニュｰヘブ

第10表BRGM(フランス地質鉱1｣I調査事業団)の祢外プロジェクト

(1969勾;)･

j一

象牙海捧O

ガボンO

オｰトボルタO

モｰリタニア○

アカメルｰン

ニジェｰル

フ

セネガル

チヤド

リ

ザイｰル

カリビア

マダガスカル

マリ

アルジェリア

モｰコツコ

ヨスペインO

ロギリシア

ツクェｰトO

中トルコ

棄サウジアラビア

ア

ジ

ア

イラン

カンボジア

マレイシァ

伀

伀

伀

伀

○

○

伀

伀

伀

伀

伀

伀

住

伀

OO○

○

○O

伀

住

伀

○○

○

伀

伀

伀

･･1･

注:研究所設立

(カナダオｰストラリアを除く一BRGM資料による)

リデスの地質調査所を残すだけとなった.

1965年には地質調査機関の改革が行なわれ海外地

質調査所は地質調査所および地質博物館と合同して地

質科学研究所(InstituteofGeologica1Sciences)一の海外

部(OverseasDivisi㎝)とたった.地質科学研究所長

は海外開発省の地質顧問を兼ね海外部は直接実施する

プロジェクトの管理その他の技術協カに対する専門家

の派遣大学の海外研究に対する援助および一般から募

集する海外派遣専門家のせんこうなどを行なっている.

また写真地質や野外地質デｰタの電算機処理の研究な

ども行なっている.

植民地の独立後移管された地質調査所においては英

国人の管理者や専門職員が現地人職員の成長とともに

次第に現地人と交替し活動が停止しないよう匁措置が

とられた.たとえばマレイシア地質調査所(GeO10･

gicaISurveyofMaleysia)は植民地時代のマラヤ地質

調査所とボノレネオ地質調査所とが合同した組織であって

現在すべてマレｰ国籍の東洋人職員で占められており規

模としては大きくないカミ施設あるいは職員の質におい

て東南アジアでもっとも優秀な機関の1つとみなされ

ている.独立後の漸進的荏移行措置と英連邦先進国に

よる技術協力とが質的低下の防止に寄与しているものと

思われる.�
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策11表英国地質科学研究所による技術協力(1969年)

地域

ア

フ

リ

カ

中

近

東

エ

ジ

ア

極

東

南

太

平

洋

諸

島

中

南

■米

国名

ボツワナ

ケニア

リビア

マラウイ

スｰダン

スワジランド

ウガンダ

ヨルダン

トルコ

英領ソロモン群島

ビ

フ

香

イ

ラ

ノレ

イジ

ラ

オ

マ

イ

港

ン

ス

ニュｰヘブリデス

タイ

ブラジル

ガイアナ

カリブ諸島

ジャマイカ

ペルｰ

このようにヨｰロッパの先進国では技術協カが旧植民

地に対する影響カを緯持する手段となっているという面

カミありわカミ国の技術協カを拡大する困難さの1つとな

っているが逆に目本はより純粋な協力を行な完る立場

にあるといえるであろう.

ソ連も技術援助を大規模に行なっているカミ開発計画

に対する長期借款の一部として技術者を派遣している場

合も多いようである.地質および地下資源の分野では

たとえぱパキスタン･アフガニスタンなどに多数の地

質学者や技術者を派遣している.アフガニスタンの地

質図幅調査は北部はソ連南部は酉ドイッによって実施

されたのである｡

国連の技術援助はその専門機関であるUNDPを通じ

て行なわれ加盟諸国の自発的拠出によって活動資金が

まかなわれている.UNDPの援助は特別基金(Specia1

Fund-S亙)といわゆる技術援助(Technica1Assistance

-TA)とにわかれているが主要な援助はSFによる

ものであって投資前調査･研究所設立･訓練所設立･

経済開発計画作成の4つに大別される.

これらのプロジェクトには2～5年の期間にわたって

10万～200万ドノレの金額が割当てら

れるが被援助国はほぼ同額をカウ

記･事

ンタｰパｰトととして支出しなけれ

ボッワナG･o1ogi･a1Su･veyへ1名派遣一ばならない.カウンタｰパｰトは

ケニアMinesandGe0109ica1Su｢平eyDePa｢tmentへ1名派遣･その国が提供する職員および建物そ

水文地質地域調査･の他の物件などを換算して含めるこ

物理探査短期指導(1名).マラウイGeologicalSurveyDepart-

m･･tへ1名派遺･とができるので発展途上国にとっ

非金属調査(1名).

ても必ずしも困難な支出ではたい.

物理探査(2名).

ウガンダG､｡1.9i､､1s､､､､y､､dMi､､､Dep､､tm､､tへ2名派遺UNDPの援助の実施は国連本部あ

物理探査短期指導(1名).

るいはユネスコFAO(Foodand

UNDpプロジェクト.マネ_ジャ_を派遺.今gricu1tura1Oモgan手zation一章糧農

構造地質研究(1名)一業機関)･IAEA(Intemationa1Ato-

UNDPプロジェクトに1名派遺.,英領ソロモン群島G｡｡1.gi｡｡1皿icEnergyAgency一国際原子カ

SurveyDeparこmentに1名派遣.

ユネスコ.プロジェクト(1名).物理探査(2名).機関)･世界銀行などの専門機関が

G､｡1.gi｡､1S｡､｡｡yD.p､､tm､｡tに1名派遺.担当する.

地質図幅調査およぴ地化学探査.SFのプロジェクトでは現地で

美蕊鶴錫鏑a㌔§場:y鷹轟鍛露究揺繁苧調査'管理業務に当るプロジェクト･マネ

鉱物資源調査(2名)･一ジャｰが任命され長期専門家･

ニユｰヘブリデスGeO1ogica1Su｢veyへ1名派遣･短期コンサノレタ1■トの派遣先進国

鉱物資源調査(5名)･エヵフェ'メコン委員会顧問派遺･での研修のためのフェロｰシツプの

天然地震観測.提供器材供与および調査業務のコ

地質因幅調査(2名).ントラクタｰへの委託などが総合的

水資源短期指導(1名).に行なわれる.

鉱物資源資料編集(1名).UNDPは1971年に10,139名の専

ペノレ_S｡｡｡｡i.d.G｡｡1.gi.yMin･･i･へ2名派遣｡門家を採用し7,115名にフェロｰ

(地質科学研究所年報にょる)シップを与えた.UNDPとの専

門家のうち38κカミ米･英･仏の3国から採用され8

%カミソ連および東欧圏から採用された.発展途上国か

ら採用された専門家も29%を占めたとえばインドは

400名以上を提供している.これに対して目本からの

採用は非常に少ないカミ語李能力の問題のほかに国連

専門家の採用カミ公募の形をとっていても極端に縁故をた

どって行なわれていることによると考えられる.目本

からもっと多くの専門家が国連のプロジェクトに参加す

るべきであるが最近ではOTCA一派遣専門家の在勤一

俸が引上げられているほか円切上げによってドルベｰ

スで支払われる国連専門家の給与に魅カがなくなってき

たことにも問題がある.

国連は中立的機関であるとの認識からUNDPに対

する援助申請は非常に多く援助割当を受けることは容

易でない.1972年からUNDPの各国駐在代表の権限

を強化し国別に援助割当をきめる方式が採用されるこ

とにたり1972年1月および7月の管理理事会で合計35

の発展途上国が国別総合計画制度の適用を受けることが

承認された.

イラン地質調査所およびエチオピア地質調査所が�
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錦12表UNDP(SF)の地質および地下資瀦関係プロジェクト(1972年承認分)

(I)国別総合プ回ジェクト関係分

国名��総合剤.画機関プロジェクト�援助頒開始年�

'''1■��'一''■■'一'1-L一一��一1■■''1一■

コロンビア�1972-1976�鉱物資源�$3,120,000�1972

ハンガリｰ�1972-1976�水質管理�$890,000�1972

ケニア�1972-1974�地熱探査�$1,160,O00�ユ972

トｰゴ�1972-1976�鉱物資淑�$293,000�1972

スリランカ�1972-1976�天然資源および環境�$310,000�1972

チリ�1972-1976�鉱物資源�$1,038,000�1972

ガボン�1972-1976�鉱物資淑�$400,000�ユ972

インドネシア�1972-1976�鉱物資源�$285,000�1972

(II)個別(国別および地域別)プロジェクト関係分

国名

ビル

コスタリ

ゴニジプ

ニカラ

ソマリ

トル

マ

カ

ト

ガ

ア

インドネシアクメ

ｰルマレイシア

フィ〃ピンタイ

韓国ベトナム

ケニア

セネガル

プロジェクト

組織的鉱物資源探査計四のための専門家

訓練

南部ビルマ沿岸および沖合の錫タングス

テン鉱業の再建

SanJoseの中央アメリカ地質学校の強

化

石渡および鉱業ぴ)強化

Mo㎜oto㎜boおよびSanJac三耐｡噴

気地域の地熱調査

鉱物資源徴候地調査の完了と水資源試錐

計画の開始

アンカラの石油開発センタｰの設立と実

験施設の拡充

沿海鉱物資源探査に対する科学的･技術

的援助

地熱発電の探査と開発

東セネガル鉱物資源探査

1･…援助

蔀926,200

����〰

$72ユ,300

���〰

$ユ,066,500

�����

���　

6舳｡1

���　

㌲��　

i実㌣タ｢実施機関

���〰

���住

����〰

1$9舳｡o

����住

�㈹�〰

����住

���住

����㈰

$ユ22,380

ユネスニ1

国連本部

ユネスコ

国連本部

国遠本部

国連本部

国連本部

国遠本部

エカフェ

国連本部

国連本部

(Pre-Invest㎜entNew昌

UNDPの援助により設立されたことはかなりよく知

られている.1972年には国連本部を実施機関とする

トノレコの石油開発センタｰに対する援助あるいはユネ

スコを実施機関とするビルマのラングｰン大学コス争

リガの中央アメリカ地質学校の強化に対する援助が承認

された.ユネスコを実施機関とするフィリピン大学

に対する地質学の大学院設立についての援助はすでに終

了したがアラビア半島における地質学の大学院コｰス

であるサウジアラビアの応用地質学センタｰに対する援

功はしばらく継続される予定である.このように研

究教育機関の設立にカを入れていることは国連の技術

協力の一つの特色であるが鉱物資源探査開発のため

のフィｰジビリティ･スタディあるいは水資源開発調

査荏ど広汎恋分野のプロジェクトにUNDPの資金が支

出されている.

国連の援助は数カ国が共同して行なうプロジェクトに

も適用される.たとえばアジア沿海鉱物資源共同探

査調整委員会(CCOP)アジア･ハイウェイ計画(Asian

1972年2月6月)

上記のように

HighWayPoject)あるいはメコン

河下流域調査調整委員会(COmmi-

��景牴���摩�瑩潮潦�癥��

条瑩潮潦���敲�歯湧���

一メコン委員会)の事務局設立ある

いは調査プロジェクトに対して援助

が行なわれている.

ユネスコあるいは国連本部租どの

国連機関は先進国での国際研修セ

ンタｰの設立や運営に対してその

国の政府との共同事業として協力し

ている.地球科学の分野では員

本の建設省建築研究所に設けられた

国際地震1地震工学研修所(h廠一

nationalInstituteo至Seismologyand

�晴��步���敲楮束�卅�

1972年から日本政府独自の事業とた

る)オランダの国際空中探査地球

科学研修所(工ntema宜i㎝a1王nstitute

景牁敲楡��癥���牴桓捩�

enceトITC)の設立やそれに設けら

れた総合探査センタｰ(ITC⊥UNE

SCOCentrefo工IntegratedSur･

veys)あるレ､はイタリアのPOdOva

大学に設けられた国際水文学大学院

コｰス(IntemationaIPost-G工aduate

CourseinHydroIogy)などがあ

る.

主要先進国や国連による技術協力はわ

が国による地質および地下資源関係の技術協力に比較し

て

��

(2〕

��

プロジェクトの規模が大きい

いろいろな協力の方法を総合的に実施している

基礎的な調査事業や研究開発に対する協力あるいは研究

教育施設の設立に対する協力も行恋っている

ことカミ注目される.しかし一方では発展途上国への

調査研究能力の移転･定着についてなお一層の努力が必

要であることが指摘されており単に大規模な協力プロ

ジェクトを実施することは国の威信を示そうとするにす

ぎないという批判さえ聞かれる.

さらに主要先進国の地質調査機関では海外技術協力

業務を組織的に実施しており管理者が発展途上国を巡

回し援助を必要とする問題について直接相手国の地質

調査機関や鉱山行政機関と協議しまた派遣中の専門

家の指導を行なっている.多くの発展途上国において�
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地質調査機関ばかりでなく鉱山行政機関の長もその機

関の生え抜きの技術者であるので専門家同志の接触に

より科学技術者としての連帯感が強められ円滑な協力

態勢の形成に貢献していると考えられる.技術協力は

人と人との交流を通じて行なわれるといわれる.援助

プロジェクトの計画作成やその成果の評価も技術協力の

重要校部分であり専門管理者をプロジェクトの計画お

よび進行の諸段階において派遣することは技術協力の

成果をあげるために重要である.

国際機関および国際学術団体と技術協力

地質あるいは地下資源に関する技術協力において国

連その他の国際機関の活動を無視することはできない.

アジア極東地域において国連アジア極東経済委員会(Ec0-

nomicCommissionforAsiaandtheFarEast一エカフ

ェ)の存在はとくに重要である.エカフェはECOSOC

の下部機構である4つの経済地域委員会のユつとして

1947年に発見したカミこれらの委員会のうちでもっとも

活発に活動している.

エカフェの常設委員会の一つとして産業天然資源委員

会(Com皿itteeOnIndustエyandNatura1Resources)

がありその下に地質鉱物資源開発地域会議(Regiona1

ConferenceonGeo1ogyandMineエa1ResourcesDeve-

1op㎜ent一地質専門家作業部会Wo曲ngPartyofSe･ior

Geo1ogistsと鉱物資源開発小委員会Subco工nmitteeon

Mine工a1ResourcesDeve1opmentとを1つの地域会議に

合同することカミ1972年の第28回エカフェ総会で承認され

た)が属しており3～4年に1回会合カミ持たれている.

この会議は事実上アジア極東地域の国立地質調査機関お

よび鉱山行政機関の連絡の場であって各国の現状報告

および地域に共通する技術および鉱業政策上の問題の討

議が行なわれるので技術協力上注目すべき会議である.

この会議ではエカフェ地域の地質図鉱物資源分布図

油田ガス田図地質構造図鉱床生成図水理地質図お

よび重力図の編集および改訂についても討議され地域

の1つの国立地質調査機関の長を責任者(C0-ordinator)

に指名してこの事業を推進している.またこの会議

の勧告にもとづいて地化学探査肥料原料鉱物あるい

は鉱業法制などに関するセミナｰが開催された.

地質鉱物資源開発地域会議の上級の会議である産業天

然資源委員会は毎年ユ回開催されるがこの会議にも多

くの発展途上国から地質調査機関や鉱山行政機関の幹部

が出席し仏･濠･西独などの域内外の先進国も地質専

門家を代表の一員として出席させている.

エカフェ事務局は1972年4月に国連本部の態勢に対症

して機構改革を行ない産業天然資源部の関係課と水資

源部とを統合して天然資源部を新設した.すなわち

天然資源部は鉱物資源開発課水資源課およびエネルギ

ｰ資源課から構成される.

水資源関係では水資源開発地域会議(Regiona1C0阯

ferenceonWaterResourcesDeve1op㎜ent)カ海

牛1回開催されている.石油資源については地質鉱

物資源開発地域会議のほかにエカフェ石油シンポジウム

(SymposiumontheDeve1op皿entofPetro1eum

ResourcesofAsiaandtheFarEast)が4年に1回開

催され探査から生産･輸送に至るまで広範囲にわたっ

てエカフェ地域内の石油資源開発の状況が報告され討

議される.石油地質学の分野では堆積盆地の層序対比

に関する特別作業グルｰプカミ組織されている.この活

動を促進するため米国は層位学者をノンレインバｰザ

ブノレ専門家として鉱物資源開発課に派遣している.

アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会(Com皿itteefor

���楮慴楯湯���偲��捴楮杦���牡����

rcesinAsianO丘shoreArea-CCO更)は1966年にエカ

フェに属する政府間作業組織として設立され現在日本

･韓国･フィリピン･ベトナム･クメｰノレ･タイ･マレ

イシア･インドネシアが加盟し年1回会合を開いてい

る.これらの会合に目･濠･仏･西独･英･米の6先

進国が特別顧間を派遣している.CCOPでの討議にも

とづいてこれらの先進国は海底鉱物資源とくに石油

天然ガス狂らびに砕屑重鉱物の探査あるいは技術者の訓

練などの援助を行なってきた.わカミ国はCCOPの要請

により沿海探査集団研修コｰスを開設しまたノンレィン

バｰザブノレ専門家を事務局に派遣している.

CCOPの会合において先進国の特別顧問は発展途

上国の地質調査機関がその科学的技術的水準を高めると

ともにCCOPが企業の活動を妨げずむしろそれを補う

ようにするために基礎的な調査とくに広域概査を行

なうよう指導しまた調査結果が公表されなければなら

ないことを勧告した.

UNDPは1972年1月CCOPの専任事務局に対する2

カ年半の援助を承認した.しかし加盟国の大陸鰯に

おける広域概査はかなりの地域を終了し企業に対する

鉱業権の賦与も進んでいるのでCCOPが今後そのよう

な方向に進むかが重要な問題となっている.一方

CCOPの活動に刺激され南太平洋地域のフィジｰ･ト

ンガ･パプアニュｰギニア･英領ソロモン離島などが同

様校政府間組織を作ることになり1972年11月に第1回

の会合を開くことに放っている.

国連アジア極東地図会議(Regiona1CartographicCon･

壬erenceforAsiaandtheFarEast)は国連本部(資源�
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策13表地質調査所からの国際会議国際研究集会出席者

氏名

河野

兼子膀

金原均二

佐藤光之助

春藤正次

蔵r工1延男

斉藤

徳永重元!警1･甲太平洋学瞥

砂川一郎I歎灘連紬]よび国際タイヤ

徳永重元

蔵口]延錫

石印囚靖章

斎藤正次

本鳥公司

徳永重元'

モ沙川一郎

会合名1出張先国1出張期間

墾､臨縮耀灘f苧三二λ撃11i｡｡

第･･醜地質学会議竺ソｰ.｡甲欝1｡

鶏翻識蓼鰹f竺イ∵11｡甲醗｡｡

昭和35年

国連空『1I探壷法および装醒セミナ■タイ1.3_1.12

昭和35年

第211呵万国地質学会議デンマｰク8.13_9,20

1昭和35年

エカフェ第4固水資淑開発地域会議セイロン

12.3一エら20

昭和36年

正次1国連新エネルギｰ会議Iイタリア18.ユ8_g.2

11厭､､｡｡年

1米国｣8.20-9.11

米国一昭和前年■

英厘目4.9-6.5

昭稲37年

国際花粉学会議米国4.16_壌､26

ユネスコ/エカフェ地下水開発地域タイ昭和37準

セミナｰ(特にデルタ地辮について)遂.23-5,13

昭和37年

第2回エカフェ石油シンポジウムイラン

玉2婁二9･24

第4回エカフェ地褒朝1刊家作業舳会;フィリヒノ1昭荊葛8年

･鉱物資源開発小委一員会3.19-4.15

エカフェ地化学探査おぴび技術セミ昭和38年

クイ

丈二.__一一._.､､､.I､.4･3一省･正員

第･･回万国地質学会議インド1｡｡踊欝難｡｡

昭和39年

同上回｣二12.1_1.1

｢成長[ドヘの結晶への吸着｣国際コｰ

砂川一郎回キュウムおよび国際ダイヤモンド表フン爵.

会議

早川正目謀誰麟蟻下資源開発調査クイ

本島公司蹴灘筆る地球化学的カ菜園

米国

早川正目譲欝繍鶴鰐鰯去会二一斗

___2主ドI

嶋崎吉彦

関根良弘

佐藤光之助

関根良弘

鴫崎吉彦

程小川一劇{

小西泰次郎

早川

早川

県｣ll

{安斎

一喝不口40勾玉

����

口召末口40生ド

����

昭和40年

����

I1召和40年

��㌭��

正巳

正目

下1三巳

俊男

良弘

佐藤光之助

岬･川]三巳

中村久山

秒川一貞

早川正已

小西泰次蜘

第1国エカフコ=･アジア治湖鉱物資フィリピン

源共同探査調整委員会

世界地質図委員会総会フランス

第6回エカフェ地質馨門家会議`鉱タイ

物資源開発小委員会

同上同上

同上1同上

国際鉱物学連合第5回総会および工英国

業用ダイヤモンド国際会議

ユヵフェ/ユネスコ地下水開発セミイラン

ナｰ

第3回三}1ラミニアジテ殆海鉱物資'姦｢国

源共同探査調整委員会

灘繊諮綴灘雲14回総矛タイリ手

第4回エカフコ･･アジア治湖鉱物資台湾

源共同探査調整委員会

モカフェ1肥料工業｣TI鉱物猟料資源セ1タイ

ミナｰ1

錫7回エカフェ地燭専r協会議鉱■イラン

物資源開発小委員会

同一｣二1同上

ユネスコ･地熱エネルギｰ研修に閲

する専門球臨1痔炸薬グルｰプフラン｢

第･･回万国地麟会議舞手スロ

オｰストリ

国際鉱物学連合第6回総会ア

1第6回エカフェアソア治液鉱物資タイ

1漁共同探査調整委員会

℀

米国

国連人工地下水専門家バ不ル

鰯和41年

�㈶��

昭和41年

����

昭和41年

���㈱

回｣二

同上

口召矛口41打{

�㈵���

1昭和41年

�����

一昭'詞42年h-

�㈳��

11醐】42年

�����

11冊1142年

11.4-11.ユ8

11刊和42年

リ･3一ユ2.1エ

1昭和43年

�㈰��　

11召和43坪

�㈰��

1脚1143年

�㈸��

町ゴ手1]43星ド

����　

11召和43年

8･2トg.型

昭矛i]唾4年

5.ユ1-6.1

頸召手口44角…

､臭｡ξニニ挫

佐野

凌一譲蟻籔委責茎ア撒勿資1南一1ナムト鷲･･

大町北一頂1�第8回エカフェ地質専門家作薬部会�インドネシ�■1召和45年

�･鉱物資淑開発小委員会�ア�8.17-9.2

狛情愛�国連地熱資源開発利用シンポジウム�イタリア�昭和45年

������　

1'■一一'一',���

砂川一貞1�第3回国際結晶成･髪会議�一フフンス�1昭和46年

������

佐野洩一�第8回エカフェ･アジア沿海繊物資�フィリピン�昭和46年

�源共同探査調整委員会��7.4-7.23

小野晃司'�国際測地学地球物理学難15回総会�ソビエト�昭和46年

������

石和阿端章�天然蜜源､の開発利用に関する日米会�米国�1昭和6年

�議海洋地質部会��8.6-8.30

中条純輔�1同上�同上�同上

一■���

広川治�■''■'■'一一アジア極東工カフェ地質構造図譜澗�マレイシア�昭和47年

�グルｰプ��3.19-3.26

1鴫11崎吉彦�国際原子力機雑ウラン探査法パネル�オｰストリ�1昭和咋

��ア�4.8一遂.芝2

柴111賢�第24回フ洞｣也質学会'議�カナダ�囎秘件

���壌.1§一§.1

小林勇�同上�引止�断鮒卒

�■■■��駄､王と_塾_婁

����

��㌀

���

��　

㌱�㌲�

8一遂芝2

�

注:肩本で開催された会合での出席者および在外研究昨晩るいは技術脇

カで派綾巾に舳荊した場合はすべて背略した.

運輸部)によって主催され･4年ごとに1回会合を開い

ているが地図に関する事項として地質図資源調査

あるいは海底地質調査に関する問題も対議される.

このような国際会議では先進国から新しい分野での

技術協力がしばしば提案される.たとえば米国によ

る資源衛星の利用に関する移,動セミナｰの実施あるいは

ジョンソン前大統領カミ提唱した国際海洋開発10年計画

(Internationa1Deca〔leofOceanExp1oration_IDOE)

に対する参加のよびかけまたフランスによる鉱物資

源の組織的インベントリｰの実施匁とである.国際会

議は一面研究開発を背景にした先進国間の援助競争の場

となるのである.しかし先進国間の協調によって発

展途上国の現状に適した有益なプロジコニクトが取上げら

れることが必要であり国際会議の事務局を担当する国

際機関の専門家が発展途上国に適切な指導することも望

ましい.わが国においても発展途上国への協力に適切

な研究開発を進める必要がある.

国連教育科学文化機関(Unite(lNationsEducationa1,

Scienti丘｡andCultu｢alO｢9anization一ユネス=1)は広汎

な活動を行たっておりその一･部はすでに述べた.科

学技術の分野においてはアジア極東地域ではインド

およびインドネシアにそれぞれ南アジア現地科学事務所

および東南アジア現地科学事務所(FieklScienceO筋｡e)

を設けている.東南アジア現地科学事務所は地球科学

の分野においてエカフェと連絡をとりセミナｰの開催

を援助したり実務訓練に対するフェロｰシップを与え

るなど活発に活動している.

アジア地域における科学技術に関する国際機構として

は1970年11月フィリピン政府カミ主催で開催されたアジ

ア科学閣僚会議により設立が決定されたアジア科学協力�



一17ユｰ

連合(AssociationforScienceCooperationinAsia-

ASCA)カミあり1972年3月第1回会合力ミマニラで開か

れたカミまだ見るべき活動をしてい在いようである.

アジア極東以外の地域では地質および地下資源の分

野で国連の経済地域委員会はエカフェのように著し

い活動はしてい狂いようである.たとえばアフリカ経

済委員会(EconomicCo皿missionforAfrica一翻CA)の

活動は一般的をいえば活発であるが国立地質調査機関

はフランスに本部を置くアフリカ地質調査所連合(The

AssociationofAf工icanGeo1ogica1Su工veys-ASGA)

に組織されている.

国連天然資源委員会は前にも述べたようにECOSOC

の下部機構としてi9ケO年1月第1回会合を開き以後

毎年1回会合を持つことになっているが天然資源の恒

久主権の問題や資源開発のための回転基金の創設がおも

な議題で技術的た問題はあまり論議されていない.

国立地質調査機関の全世界的な組織は世界地質図委員

会(CommissionforGbo1ogica1MapoftheWo工1d-

CGMW)である.CGMWは1881年の第2個万国地質

学会議(Intemationa1Geo1ogica1Congress-IGC)で

当一ロッパ国際地質図委員会として発見し1910年の第

11回万国地質会議で世界的な委員会に拡大された.'

1952年の第19回万国地質学会議では従来の個人委員制

にかわって各国の国立地質調査機関をメンバｰとするこ

とが採決され各国の機関が協力して行なう各大陸の地

質図の編集を調整･促進することとなった.また1966

年には国際地質学連合に加入した.CGMWの会合は

4年に1回開催される万国地質学会議の際に開かれるほ

かその中間にユネスコの本部のあるパリで開かれ都

合2年に1回開永れる.

1950年代のなかばから一般地質図ばかりでなく特

殊地質図を編さんすることカミ提案され地質構造図鉱

床生成因変成帝図あるいは水理地質図などの小委員会

や作業グルｰプカミ組織されている.多くの発展途上国

においても地質図幅事業が進展しているので特殊地質

図の作成か世界的な課題と狂ってきた.さらに海底地

質図についても検討がはじめられている.

CGMWはユネスコエカフェあるいはアフリカ地質

調査所連合たどと密接な連絡をとっておりこれらの機

関の会合に代表を派遣している.

CGMWの一般経費は各国の国立地質調査機関からの

拠出金とフランス政府からの支出とによってまかなわれ

ておりCGMWの専任職員はBRGMの職員として給

与を支払われている.またCGMWの大き恋事業で

ある世界地質アトラス編集の経費は一部分をIUGSが負

第14表東南アジア地域地質会議(昭和47年3月クアラルンプｰルで開

催)の国別出席者数(出席者の国籍でなく現住地を示す.)

(注)会議直前に作成された参加予定者リストによる

但しているが大部分を占める人件費はフランス国軍科

学センタｰ(CentreNationa1dea1RecherchesScien-

ti丘que-CNRS)から支払われている.またCGMW

が関係して編集された地域地質図などの印刷費はユネス

コから支出される.このよう恋国際機関の会議におい

て各国の地質調査機関や鉱山行政機関が国別にあるい

は協同で実施すべき計画カミ討議され国際会議において

勧告されたプロジ主クドについては援助国および被援助

国の双方にとって協力が容易である.'わカミ国の経済的

発展にともなって国際的計画に対する援助カミ大きく期待

されているので国際機関の動向に注目するとともに

積極的に対処することが望ましい.

I岬'�一'一一[...lH"1､[一■■I^�[1■一�■�

問�名�出席者数�備�考

シンガポｰル�52�全部欧米企業の地質学者.��

インドネシア�39�約半数が欧米の政府機関または企業の地質学者.��

マレイシア�32�同上.��

オｰストラリア�19���

タイ�斗0�欧米の政府機関または企業の地質学者を含む.��

米国�8���

日本�6�米人(米国全薬の駐在員)1名を含む.��

フランスフィリピ:ノ�各5���

オランダ�･3���

ブルネイ台湾�各2�フルィイは欧米企業の地質学者.��

西独ベトナムクメｰルビルマイ:■ド�各1､���

(注)会議直前に作成された参加予定者リストに辛る･����

近年多数の国際学術団体カミ組織されているが地球科

学の分野での大部分の世界的在団体は国際地質学連合

(Intemationa1UnionofGeo1ogica1Sciences-I迎GS)

あるいは国際測地学地球物理学連合(IntematiOna1UniOn

ofGeodesyandGeophysics一亙UGG)に加入している.

IUGSおよびIUGSはユネスコと密接な関係を持ち

国際学術連合会議(Intemationa1Counci1ofScienti丘｡-

UniOns一亙CS皿)に加入している.これらの連合体は

国際地球ダイナミックス計画(GeodynamicsProject-

GDP)や国際地質対比計画(Intemationa1Geo1ogica1

Corre1ationProgramme-IGCP)などの共同事業を推進

している.先に紹介した地層対比についてのエカフェ

地域の作業グルｰプ(Wo･kingGroupfortheECAFE

RegionプはIUGSの虐序学委員会(Commissionon

Stratigraphy)の一部会として登録されエカフェ鉱物

資涼開発課長がグルｰプの議長に指名されている.

これらの学術団体においても発展途上国に対する援助

の問題が取上げられるよらになってきたがICSUはす�
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策15表

国立試験研究機関における在外研究実績(科学技術庁予算による派遣)

合計

通商産業省

地質調査所

長期在外研究員

中期在外研究員

･･1

㌸

�

ユ

μ

�

�

ユ

｡｡1

㌸

�

　

計

ユ16

㌳

�

�

�

�

工

･･1

�

�

　

�

�

�

ユ

国際研究集会

計｡｡1｡｡`計

�

㈶

�

�

㈵

�

　

㌶

�

　

6ユ

�

　

バｰトギャランティ研究員

･･1

坊

�

　

･･1

�

�

　

･･1

�

�

　

計

��

㌲

　

長期在外研究員:減35才以下の国立試験研究機関職員.約1力年派遣.

中期在外研究員:年令制限なし.6ヵ月以内派遣.

バｰトギャランティ研究員:海外よリ6ヵ月以上1年未満の招へいを受けた研究員で往復または片道の渡航費を支給されるもの.

(47年版科学技術白書)

でに1966年に発展途上国のための科学技術委員会(Commi.

tteeonScienceandTechno〕ogyfortheDeveユ｡ping

ComtrieトCOST搬迦)を組織している.

科学技術の急激な発展と専門の細分化にともなって

世界的または地域的な学術団体あるいは大学などの研

究機関により数多くの国際的学術会合が開催されている

がこれらの会合への発展途上国からの参加が多くなっ

ている.地球科学の分野では発展途上国によって占

められている地域を対象とする地域的学術集会もしばし

ば開催されている.たと乏はユ972年3月にマレイシ

ア地質学会(GeologicalSocietyofMa1aysia)が主催し

て東南アジア地域地質学会(Regiona玉Conference㎝

theGeologyofSouthEastAsia)が開かれた.この

会合にタイ･マレイシアの地質学者ならびにこれら両

国とシンガポｰルに駐在する欧米の政府および民間企業

の地質学者カミ多数参加したがアジアの先進国であお日

本からの参加者は少なかった一なおこのことは東

南アジア地域においても多数の白人地質学者カミ勤務して

いることを示している.これはむしろ特殊な例にすぎ

ないカミ

11)研究集会に対する海外旅費予算が十分でない

(2)国立試験研究機関の研究者が国費および先方の招待以外に

よって海外の研究集会に出席することが制限されている

(3)海外地質の研究が活発に行なわれていないので発表すべ

き研究成果が少ない

などの理由でわが国からとくに国立試験研究機関か

らの国際研究集会への出席者が少ないと考えられる.

そのうえ語学能力の関係で討論で十分活躍できない

こともありわずかの例外を除いて.わが国の研究者の

国際的な知名度が低く実力に比較して国際的な影響カ

ガミ少ない.国際的な科学技術者の社会で論文による業

績の内容ばかりで恋く国際的放会合での活動茄評価さ

れることはやむを得底いであろう.これは技術協力

とくに研究開発に対する協力を推進する上での問題点の

ユつである.したがって国際的に活躍できる科学技

術者を養成するため在外研究員や国際研究集会への出

席者の飛躍的増加および海外地質研究プロジェクトの拡

大などの基本的な施策を推進することは技術協力の拡

大と質的向上にもきわめて重要である.

一一方発展途上国の地質調査機関は政府上部から直接

経済効果のあるプロジェクトだけを業務として与えられ

ることが多い｡また逆に国の威信というような考え方

からその国の現状に適当しない高度なプロジェクトを

行なおうとすることもある.地質調査機関が本来の業

務である地質に関する基礎的資料の収集ならびに地下

資源の総合的ポテンジャリティの調査研究を実施し健

全に発展するために国際機関や国際学術団体が指導的

な役割りを果すたべきである.

技術協力と硯究開発および基礎研究

わが国の固体地球科学は基礎的な分野において世界的

に注目される成果をあげてきたが応用技術とくに資

源探査技術については他の技術の分野と同様にほと

んど外国技術の導入と追随にとどまっていた.この原

因として

11〕一本の地質構造が複雑で鉱床規摸が小さいため外国から

導入された技術を国内の資源探査に適用するため非常な努

力を必要とし新しい技術を独自に開発する余ゆうカミなか

ったしまた新しいアイディアが出されたとしてもそれ

を発展させるために必要なフィｰノレドがないこと

12)日本の鉱山企業の経営規様が小さく新技術の開発に十分

な投資をする余ゆうがなかったしたとえば国の費用で開

発を行たっても国内だけではその技術を維持することが

困難であること

などがあげられる.

このほか日本の地質カミ複雑であるばかりでなく先

カンブリア紀のような古い地層が存在しないし熱帯多�
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策16表主要石油企業の事業規模と研究規緩

企業�総収入(億円)�究億円�搬ぞ%)�研尭員�原油生量(百ω�翼'当り究費�中央研究機関中舟サｰビス機関�探鉱費(億円ユ

Stondafd･NJ.(ESSO)�53.805�358�o.7��266�135�亘550艮25e固爬hmdE㎎in岨1ngCo｡�第2

Sh611�26,827�320�1,2�7.000�176�182�星1PM･Sh･1-R蛆州靱)Sho11''R2里一爬h(英)Sh81m舳1o岬enlCo.(米)�691

Gulf�15,127����142��G凹旺Ro舵趾`hE岬1o刷ionCo.Hou5-onT6chn;oa-SEπioeC柵蛇r�搬

BP�14.403���1,800�163��SodoteI咀帖moOon21deReclle-oh6�1,η2(資本支出を含む)

丁岨趾｡�191706�128�0.6��149�86�To畑｡0Res∈mhCe日t2r�167

S胞nd町dCo-i{om18�14,300�工劉�1.0��91�ユ47�ChewonRoヨe町｡hCo.�803

Mo刷�23.627�110�O.5�1,600�86�128�Co叩｡咀蛇R雌舳hDεp旦r`men一�365

餓｡

�

目木Og69)

綿飢

1…1･･1

十･

㈮伀

帆･1

���

�　

㌰

��

㈲

���

群61

･1

･･1

��

欄1

�倀

SNAMProge甘i中央研究

所,AGIP研究部

なし

瓦RAP

�㈳�

��㌸

(資本支出を

含む)

注1石油技術開発センタｰ(1972年設立)の1972年度予算は石炭および石油対策特別会計

より約5億円民間より約ユ億円の予定(安藤勝良石油開発時報No.ユ7)

雨地帯や乾燥地帯のよう荏特殊な地理的条件の地方もな

いうえ最近まで海外での資源開発プロジェクトがほと

んどなかったので海外とくに発展途上国の地域で適用

される技術を開発することが不可能であった.

したがって海外における資源開発が急速に拡大され

た現在探査活動とくに広域物理探査のような近代的技

術の大部分を外国のコントラクタｰにたよっている状態

である､技術協力プロジェクトにおいてさ麦その一

部の作業を外国の業者をサブ･コントラクタｰとして委

託している.もちろん外国のコントラクタｰを使う

ことも決して排斥すべきではたいカミ基礎的な探査活動

をほとんど全面的に外国の業者に依存することは情報

管理上また技術者の養成という見地から問題がある.

このようた技術的後進性を克服するため1972年7月

石油開発公団の付属機関として石油技術開発センタｰが

発見した.金属鉱床探査の方面では金属鉱物探鉱促

進事業団の探鉱事業などを通じて国によるコントラク

タｰの助成がはかられているが新技術の開発とくに

海外の探査活動に必要荏技術開発に対してさらに配慮カミ

必要であると感じられる.

さて技術協力としても研究開発あるいは基礎研究と

しても重要である課題を考えてみよう.

よる熱帯風化帯下の潜在鉱床の探査法の研

究もあまり進んでいないので研究協力とし

て絶好の課題であろう.また地化学探

査およびリモｰトセンシング技術も日本国内

では十分な研究カミできない分野である.

リモｰトセンシングおよび衛星利用は自然

災害あるいは環境調査に対レても適用され

今後の技術協力の課題として注目される･

アメリカはスミソニアン研究所(S皿itho-

nianInStitute)の担当によりインドネシ

ア海域での石油開発に伴う環境汚染の監視

と防止についての援助をはじめると伝えら

れている.

第一に日本国内では研究のフィｰノレドがない技術で

ある.たとえば熱帯風化帯下の潜在鉱床の探査先カン

ブリア紀の鉱床探査あるいは乾燥地制二お1ナる地下水探査で

ある.とくに熱帯地域の大部分で斜面以外は熱帯悪

化土(おもにラテライト土)に覆われており先進国に

L019第二に地質学的情報あるいは天然資源

約150に関する情報処理についての技術開発であ

る.わが国では情報処理とくに電算機技

術の導入は地球物理学に関係する分野を除

いて比較的おくれている.これも従来資源開発プロジ

ェクトの規模が小さかったことに起因すると思われるが

今後急速に発展させなければならない.わが国の電算

機技術そのものは進んでいるので発展途上国に対する

協力と組合わせて研究開発を進めることカミできると考え

られる.フランスでは鉱物資源に関する基礎デｰタを

電算機に集録する技術を開発し世界的に既知鉱床の鉱

床地質学的デｰタを集録することを企画Lている.ア

ジア極東地域では1968年にエカフェ事務局の事業に持込

むことに成功しフランスの専門家は1970-1971年に18

カ国を巡廻して401の鉱山のデｰタシｰトを作成した.

この事業は現在中断されているがエカフェ地域全体で

最低10万シｰトの収集が必要であろうと見積もられてい

る.さらに1972年の国連天然資源委員会の第2回会

合でこの事業を一店採択させた.

物理探査デｰタの処理は固体地球科学の分野でもっとも一

進んでおり沿海探査集団研修コｰスでも主要な研修項

目となっている.発展途上国の地質調査機関でも物理

探査･資料の再処理･再解析を要望しているので小規

模な組織に適したデｰタ処理技術の開発や対象とする地

域に適した地質構造モデノレの検討などは重要な研究協力

である.

第三に鉱物資源に直接関係する研究としてたとえ

ば熱帯地域および乾燥地域にお1ナる鉱床の生成に関する研究

はカミあげられる.熱帯地域では激しい風化作用によっ

てボｰキサイト合ニッケルラテライトカオリン枠�
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策17談

アジア極東地域地質図およ

び特殊地質1副作成状況

���現Co･ordinator���山�版･編1�集�状�況��

■�■■u一�����������'一一■11

地�質�図����������

(Geo1og1ca1Map)���インド地質責蝿査所長��第1版1959年発行.��策2版1971年発行.�����
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鉱産資源分布図������������

(Minera1DistributionMap)���イラン地質調査所長��第1版1963年発行.��第2版編集中.�����

��������■一1���1■''1■一11■■1■■'�

油閏ガス岡�図�����������

(0i1andNaturalGasMap)���インド石油天然ガス委員会���������

��石神探査研究所���第工版1961年発行.��第2版編集中.�����

'�����������■一�山1

地質構造�図��インドネシア地質調査所長��未完成.���1972年3月アジア極東地質構造図諸門グルｰプ会合が開かれたが撮����

(TectonicMap)���インドネシア科学院KATILI博士��終凡例は未定.�������

��������■凸u'���■■■�

鉱床生成�図�����������

(Meta11ogenicMap)���日本地質調査所長��未完成.�196&年凡例案作成.��現在最終凡例案作成中.����

������������1■■一…一

重力団(ブｰゲｰ異常)���日本地質調査所物理探査部長���������

(G工榊ityMap)���インド国立地球物理学研究所長��未完成.�������

詳:縮尺はいずわ屯500万令の11������������

註縮尺はいずわも500万分の1

1972字3月アジア極東地質構造図諸門グルｰブ会合が開かれたが最

地域氷理地質図の必要性については意見が一致していないが同一凡例による国別水理地質図(NationalHydrogeolog1cMaps)の作成について討

議申である.土木地質図(EngineeringGeo1ogica1Maps)の作成について西独が援助を取出ている.

層重鉱物などの鉱床が生成されわカ洞はこのような鉱

床の鉱石を多く輸入している.乾燥地帯(中近東･北

アフリカ)の風化作用による鉱床として岩塩鉱床燐鉱

床棚砂鉱床および石膏鉱床在どカミある.このよう在

風化現象による鉱床の生成過程については活発な研究

は行なわれてい粗い.

発展途上国に謝する研究協力としてこのほかネパ

ｰルのヒマラヤ系あるいは南米のアンデス山系の地質学的研究

は学問的に解明されなければならない多くの点カミ残され

ており基礎研究に属する課題であるがこれらの地域

の地下資源のポテンジャリティの評価を通じて発展途

上国中でもとくに低開発である内陸国あるいほ内陸地域

の発展のために寄与するところが大きいと考えられる･

第四に地域的た協力による基礎的な調査研究プロジェ

クトがある.

前にも述べたようにエカフェでは地域地質図なら

びに鉱産資源分布図地質構造図鉱床生成因油田ガ

ス田図水理地質図および重力図などの特殊地質図の編

集あるいは堆積盆地の層序対比などがとりあげられている｡

たとえば特殊地質図についてほ共通の範例による国別

図の作成が全体の編集に先立って必要となるがこのよ

うな作業に対する協力が先進国の地質調査機関に要求さ

れている.当地質調査所は鉱床生成図および重力図の

編集の責任機関である.また米国は地質構造図の編

集についてその責任機関であるインドネシア地質調査所

を援助している.米国および西独はそれぞれ層序対比

および水理地質図の編集に対する指導･援助のためエ

カフェ事務局にノンレインバｰサフル専門家を派遣して

いる.

この2～3年の間に国際的荏協同研究の成果として

海底拡大説カミ実証されプレｰトテクトニスの概念が発

展して過去の地質的変動の説明に適用されつつある.

そして地球全体あるいは大陸を単位とするような広い

地域での地質構造が実証的在研究を基盤として議論

されあるいは鉱床分布との関係カミ者えられるようにな

ってきたのでエカフェ地域地質図のような大縮尺の地

質図類の重要性がたかめられるとともに地質学の新し

い概念かごgよう在地質図の編集の方針に大き匁影響を

与えている.

海洋地質学･地球物理学的研究は地球上に残された

未開の部分である海洋そのものの研究であるばかりで祖

く大陸とくにその縁辺の地質構造の解明に寄与する.

とくに東アジアの大陸周辺は大西洋や東太平洋の沿岸地

域に比較して複雑な構造を示しオホｰツク海から賞本

海を経てバンダ海に至る弧状列島の系列で特徴づけられ

る.最近の日本海と日本列島の生成に関する研究の成

果をもとにして推測すればこれらの小海盆カ清い太平

洋プレｰトの沈込みによる二次的な海洋地殻の形成の結

果ではたいかと思われる.

このよう荏基本的な問題の研究と東アジアの地質構

造発達史の解明ならびに鉱物資源の分布との関係の研究

など多くの研究カミ今後に残されている.たとえば

CCOPではIDOEと呼応して海洋地質学･地球物理学

の基礎的な研究協力プロジェクトを実施することが検討

されている.

一方広域地質構造の研究は地質および地下資源に関

する技術協力を計画的に実施する上で有力放資料となる

ことはいうまでも在い.したがってわが国独自の立

場としてもこのような研究を推進する必要がある.

さて技術協力に関連する研究開発の課題をいくつか

あげてきたか上記のほかにもいろいろな課題が考えら

れるであろう.これらの研究開発を通じてどのよう�
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にして発展途上国の地質調査機関に技術を移転し定着さ

せその調査研究の能力を向上させるかはもっとも重

要恋問題である.

むすび

発展途上国に対する技術協力は資金面や貿易上の協力

の基礎となるもので発展途上国の開発の主要な推進力

である人的資源の開発や技術向上をはかるものである.

1950年代のはじめから発展途上国に対する援助が組織的

に行なわれるようにたり1960年代に入って東西問題に

かわって南北問題が国際政治上の重要問題と怒るととも

に本格的に経済協力が実施されるように放った.

しかし戦災を受けた先進国に対する援助と同様に

資金と商品による援助が行なわれたので発展途上国に

は援助を受入れる基盤カミなく有効に利用されないこと

カミ多かった.1960年代の後半に至って従来の援助のあ

り方に対する反省カミ起こり技術援助とくに研究開発へ

の援助の重要性が指摘されるようにたった.発展途上

国への技術協力においては技術移転は先進国の既存の

技術の単なる移転や適用の拡大でなくその国自ら必要

とする技術を選択し研究開発を行狂うための基盤を育

成することにあることが認識されるに至った.

さてわが国の対外援助は年々拡大され援助総額で

は西側先進国中第2位となったが民間べ一スの直接輸

出につ柱がる援助が多く内容としては不合格とされて

いる.急速な経済発展と外貨準備の急増とによって

政府間開発援助とくに技術協力を大幅に拡大しないと

国際的に孤立するおそれカミある.したがって技術協

力とくに研究協力の拡大に対する政策カミ打出されわが

国の技術協力はさらに発展しようとしている､

地質調査所は専門家派遣や研修員受入れ在どの技術協

力の実施に協力してきた.これらの活動はほとんど

OTCAによって実施される政府べ一スの技術協力に含

まれている.1972年8月までに延102名の所員を技術

協力のため派遣し2つの集団研修コｰスを含めて169

名の研修員を受入れた.1研究機関の技術協力として

は著しい実績であろう.派遣された職員は1名の病気

帰国者を除いてすべて任務を完遂し相手国から感謝さ

れている.故国の研究者グルｰプから長期間はなれ

あるいは家族の教育問題など長期派遣の専門家カミ払う犠

牲に対してさらに国による措置や周囲の理解による配

慮が望ましい.研修とくに集団研修コｰスについては

徐々に充実されてきているカミたお実習のための予算増

などが望まれている.

主要先進国や国連による地質および地下資源に関する

技術協力をわが国の技術協力と比較するとプロジェク

トの規模カミ大きいこと長期専門家や短期コンサノレタン

トの派遣研修員受入れおよび機材供与などを総合的に

実施していること基礎的な調査事業や研究開発に対す

る協力あるいは研究教育施設の設立に対する協力を行な

っていることカミ注目される.また先進国の地質調査

機関の管理者は発展途上国を巡回し相手国の機関の長

と直接接触して科学技術者としての連帯感を強め円滑

に協力を進めるよう努めている.専門管理者を随時派

遣して計画作成の指導や協力成果の評価を行なうこと

も重要である.

多くの発展途上国にはすでに国立の地質調査機関カミ設

置されているカミかならずしも活発に活動しているとは

いえず多くの共通する問題点をかかえている.した

がって適切なプロジェクトの選択と計画の指導新し

い技術に対する援助と近代的機器を中心とする機材供与

調査成果の出版に対する援助などが必要であるとされて

いる.

地質および地下資源に関する技術協力において発展

途上国が自らのカでその国の発展に必要な地質の基礎

資料を整備し地下資源の総合ポテンジャリティを評価

し必要法研究開発を行なうためその中核体として国

立地質調査機関に対する援助を強化することカミ重要であ

る.

発展途上国の地質調査機関は短期的に直接経済効果カミ

期待されるプロジェクトだけを業務としていることカミ多

いが国の機関としての基礎的な調査研究業務を実施で

きるようになるために先進国からの協力のほか国際

機関や国際学術団体による国際的協同プロジェクトの設

定などが有効である.わが国の科学技術者の国際的な

会合や研究集会での活動が発展途上国の地球科学者に対

する影響力を強め技術協力の実施や拡大にも関係する

ことを考えると国際的に活躍できる科学技術者の養成

のため在外研究員や国際研究集会への出席者を増加さ

せることは技術協力にとっても重要な施策である.

発展途上国の地質調査機関に対する有効な研究協力を

行なうためその課題を検討しわが国の海外における

資源探査に必要な技術開発としてまた国際的協同研究

として重要なものをあげた.これらの研究開発を通じ

てどのようにして発展途上国の地質調査機関の調査研

究の能力を向上させるかはもっとも重要な問題である.

発展途上国社会の後進性による技術移転の困難さの克服

など個々のプロジェクトあるいは派遣専門家個人の努

力によっては解決困難な面もある.

発展途上国の国立地質調査機関が調査研究の能力を向

上し健全祖発展をするよう協力･援助することはとく�
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に世界的に連帯感が強い国立地質調査機関にあっては

先進国の同様な機関に強く要請されているところであり

またその重要な任務であると考えられる.地球科学の

近代化資源産業の巨大化あるいは環境問題の進展に対

麻してどのように体質を改善し国立機関としての存

在を確立してゆくかは先進国の国立地質調査機関にと

っても共通の問題であり発展途上国の問題として指摘

した諸点も先進国においては完全に解決しているとは

いいきれないであろう.技術協力とくに研究開発への

協力は単に外国に対する協力ではなく自らの新しい途

をひらくために課せられたものと考え柱けれぱならない.

謝辞本稿にのべられた見解は筆者の個人的意見であるが

地質調査所において技術協力に関係された方々とくに大町

北一郎鉱床部長嶋崎吉彦鉱物研究課長および河野逸也海外室

主任研究官との談話に負うところが大きい.また河野生研に

は図表の1部を作成していただいた.ここに記して感謝の意

を表わしたい.
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エカフェ(タイ)

ノレコ

サウ｡アラビア1

エチオ

エクア

フイリ

エク

韓

ビア

湾

ドル

ヒノ1

湾

ノレ

アジァ沿海鉱物資源探査調査

委員会(CCOP)技術指導

(国連ユカ7工事務局)

黒海沿岸地域鋼･鉛亜鉛鉱床

特にMuigu更鉱山地域調査

､(エネルギｰ天然資源省鉱物

調査開発研究所5'
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地下水探査･水井戸さく井技
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床･物理探査･地化学探査)

(経済郊鉱業研究服務組)

綴電鰯鰐土木地質1

ルソン南蔀ミンドロ

イ空中磁気探査予察調益(機1

業天然資源省鉱山局)i

台湾西部沿岸屈折地表探途

(中国石油公司)

Toachi発電所トンネル予定

地城地震探査(電源開発庁)

地殻熱流量調査(科学技術処

地質調査所)

クド経費

北部地熱地域物理探査計■醐1｡｡｡｡(専門家派遣)

1尊(経諸部鉱業研究服務組)1

北部地熱地域探査指導(経済10TCA(専門家派遣)

部鉱業研究服務組)1

OTCA(専門家派遣)

OTCA(専門家派遣)

(昭44.6.26までトル

コ政府一〇TCA)

サウジアラビア政府

(OTCA経由)

OTCA(専門家派遣)

OTCA(専門家派遣)

OTCA(晦門家派遣)

バナ■OTCA(専門家派遣)

OTCA(通産省委託

費)

OTCA(専門家派遣)

OTCA(専門家派遣)

期間

II召42.

昭42.

昭42.

幅42.

3.ユｰ■I召42.

5.22一皿召42.

6.12一画召44.

6.27-1I召46.

1!召42.11.15一四名44.

咀召44.11.24一一I召43.

町昌42.12.20一一昭43.

��

��

6.1τ

�㈶

��

�㈶

��

1I召43.3.20-11召43,4.24

曜･･.･.･･一11召･^1･1

.,召､ふ､ユ､.I､召､ふ､31

祠召43.8.26-11高43.11.26

咀召43.10.21一日召43112.25

研究者氏名

馬場建三

中村久由

佐野渡一

沢俊明

広川治(団長)東元定雄

五十嵐俊雄桑形久夫磯

巾功松田武雄高橋清

蔵囲延男村下鎮夫他に

民間よリ2名

沢村孝之助浦島信之本

間一郎加藤甲ヨ≡

小林勇平山健河野1幽也

森喜義

石和田靖軍省取博夫小

川克郎

陶山淳治(団長)鎌田滴吉

井上英二他に字部興産K

Kより3名

市川金徳駒丼二郎井波

和夫他に応用地質調査K

Kより2名

馬場健三他に東京大学

より2名

報告

サウジアラビア鉱物資源局

提出報告(JGM-3-1～10

およびAnu1』纈!RePort)

QTCA印刷(派68No.

��

台湾側(MRSO)で印刷

その他に地質ニュｰス第

ユ77号

�佐�捨楮�求��

瑩湖��

0TCA印刷(同英)

�佐�捨楮�求由��

瑩湖漱�

0TCA印刷(貝酉)

地質ニュｰス第185号

震研彙報地質ニュｰス

第178号

��潮潰������



一177一

国名

エカフェ(タイ)

エチオピア

エチオヒ

ノ､キスタ

和国

イェｰメ

プロジェクト

経費

期間

研究者氏名

報告

台湾�銅鉱床探査技術指導(地化学�OTCA(専門家派遣)�婿44.3.2一昭44.6.1�竹田栄蔵小野吉彦�地質ニュｰス第188号

�探査･物理探査)(経済都連合鉱業研究所)����

エクアドル�地質調査所における分光分析�OTCA(専門家派遣)�賜4ム3.20一昭44.7.15�伊藤司郎�

�指導(工業省地質調査所)����

トル=1�黒海沿岸地域地質構造調査�OTCA(専門家派遣)�昭44.3.31一昭46.3.29�沢村孝之助�

�(図幅調査)(エネルギｰ天然����(2万5千分の1図幅等)地質調査所月報第22巻12号

�資源省鉱物調査開発研究所)����

エカフェ(タイ)�アジア沿海鉱物資源探査調査�OTCA(専門家派遣)�昭44.5.9一昭45.8.8�小谷良隆�

サウジアラビア�委員会(CCOP)技術指導����

�鉱物資源調査(主として銅鉱床)(鉱山石油省鉱物資源局)�サウジアラビア政府�昭44.5.ユ5一昭45.1ユ.ユ5�広川治(団長)高橋清五�

����十嵐俊雄磯山功後藤隼�サウジアラビア鉱物資源局

��(OTCA経由)�昭44.11.8一昭46.5.7�次桂島茂大沢穰�提出報告(JGM-4-A

���昭独.11.8一昭机5.7��一4-1～4-12Anuua1

����関根良弘他に海外鉱物資�RePo工t)

イラン�Keエman鉱床調査(イラン開�OTCA(専門家派遣)�昭44.6.24一昭44.7.23��

�発復興庁)���源開発KKより1名�OTCA印刷(派69No.

アフガニスタ:ノ����安斉俊男他に三井鉱山よ�19)

�Nurestanベリル鉱床調査�OTCA(専門家派遣)�昭44γ1一昭44.9.10�り2名�OTCA印刷(派69No.

�(アフガニスタン鉱山局鉱工����

�業省)����95)地質ニュｰス第186号

エチオピア�RiftVa11ey地域の地熱探査�国連(国連本部)�昭45.1.22一昭46.1.21�中村久由(ProjectMana-9er)他にニュｰジランド仏肩より各1名�UNDP地熱8巻5号

�(鉱山省地質調査所)����

フィリピン�ルソン南部ミンドロ地域空�OTCA(通産省委託�昭45.2.25一昭45.3.29�佐野凌](団長)小川克郎田村芳雄他に日本航空機�OTCA印刷(日英)

�中磁気探査(農業天然資源省�費)���CCOPTechnicaIBuue一

�鉱山局)���輸送･住鉱コンサルタントおよび丸文KKより8名�tinVo1u皿e4物理探鉱

�����24巻'6号

トルコ�黒海沿岸地域鍋･鉛･亜鉛鉱����

�床調査(エネルギｰ天然資源�国連(国連本部)�昭45.3.21一昭47.9.ユ4�平山健�

台湾�省鉱物調査開発研究所)����

�北部地熱反射地震探査指導�OTCA(専門家派遣)�昭45.3.21一昭45.3.29�早川正巳�

エカフェ(タイ)�(経済部連合鉱業研究所)����

�アジア沿海鉱物資源探査調整����

�委員会(CCOP)技術指導�OTCA(専門家派遣)�昭45.8･1一昭4り2･15�佐藤良昭�

�(国連エカフェ事務局)����

エチオピア�エチオピア鉱物資源探査のだ�OTCA(専門家派遣)�昭46.1.13一昭46.3,16�関根良弘他に動燃事業団�OTCA印刷(日英)

�めの技術力計画設定に関する���および日本鉱業KKより各�

�予察調査(鉱山省地質調査所)水資源地下水調査および試錐���1名�

エチオピア��OTCA(専門家派遣)�昭46.1.3一昭48.1.12�加藤完他に日大より1名�

�技術指導(水資源委員会)��昭46.3.10一昭46.6.9��

パキスタン�北部地域銅･クロｰム･鉛･�OTCA(通産省委託�昭46.2.10一昭46.3.26�河内英幸山田敬一他に金探事業団�OTCA印刷(日英)

�ボｰキサイト･ウラン等鉱物����

�資源開発計画予察調査(工業�費)���

�資源省地質調査所)鉱物資源調査一時に銅および���･動燃事業団より各工名団長(金探事業団)竹田英�

サウジアラビア��サウジアラビア政府�昭46.3.16一昭47.9.15�大奥海靖(団長)加藤甲壬�

�非金属(鉱山石油省鉱物資源���桑形久夫�

�局)��昭46.5.7一昭47.5.6�大沢穰�

���昭46,6.13一昭47.12.12�藤井紀之�

���昭47.2.27一昭48.2.26�藤井敬三�

サウジアラビア�国連応用地質学センタｰ専閥�国連(ユネスコ)�昭46.3.20一昭48,3.19�高橋清�

�家(地球化学指導)(国連応����

�用地学センタｰ)����

ビルマ�鉱物資源開発予察調査(鉱物�OTCA(専門家派遣)�昭46.5.2一昭46.5.21�大町北一郎(代表者)他に�OTCA印刷(日英)

�資源開発公社)���鉱山石炭局金探事業団�

����海外鉱物資源開発KKおよび三井金属KKより計4名�

トルコ�Mulgu1およびE1gani地区�OTCA(専門家派遣)�昭46.5.21一昭48.5.20�番場猛夫�

�銅鉱床調査����

�黒海沿岸およびE1gani地区�〃�〃�河田清雄�

�地質構造調査(図幅調査)����

�(エネルギｰ天然資源省鉱物����

�調査開発研究所)����

トルコ�鉱物開発調査研究所における�OTCA(専門家派遣)�昭46.8.9一昭48,8.8�太田良平�

�岩石学指導(エネルギｰ天然����

エカフユ域内諾�資源省鉱物調査開発研究所)����

�エカフェ地域鉱物資源開発セ�OTCA(専門家派遣)�昭46.9.14一昭46.12.22�嶋崎吉彦(他に濠醐亜和�

国�ンタｰ調査団専門家(国連工���エカフェ事務局より各1名)�

�カフェ事務局)����エカフェ事務所長へ提出(エカフェ産業天然資源委員会提出文書)調査資料はエカフェ事務局および専門

����小村幸二郎他に動燃より�家派遣国政府所蔵

中央アフリカ共�鉱物資源(ウラン･銅)予察����

和国��0TCA(専門家派遣)�昭47.1.5一昭47.4.7��

�調査���1名�

ビルマ�Pyin加ana地区錫･タングステン鉱床調査(鉱物開発公�OTCA(通産省委託�昭4π3.6一昭47.3.26�岸本文男他に三井金属鉱�OTCA印刷(日英)

��費)��業等より計5名団長(三�

�杜)���井金属)塩原幹二�

イェｰメン�鉱物資源賦存状況調査�OTCA(外務省委託�昭47.4.7一昭47.4.26�五十嵐俊雄他に一般経済�OTCA印刷(目薬)

��費)��･農業等3名団長(海洋�

����科学技術センタｰ理事)染�

����谷経治氏�

パキスタン�Ma虹an地域放射性鉱物調査�OTCA(通産省委託�昭47.5.12一昭47.6,21�河野迫也(団長)他に動燃�OTCA印刷(日英)

�(原子力委員会)�費)��事業団等より6名�

地質調査所月報第22巻12号

サウンアラビア鉱物資源局

地質ニュｰス第186暮

CCOPTechnlcaIBuue一

物理探鉱

エカフェ事務所長へ提出

(エカフェ産業天殊資源委

員会提出文書)調査資料は

エカフェ事務局および専門

(註)報告書はほとんどOTCAおよび地質調査所印刷のものに限られている.ほとんどすべての専門家が相手国機関に報告書を提出しているが外国

で印刷したものは海外室所蔵のものだけを記した､す柾わち報告の欄はきわめて不完全である.�


